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この政府調達公告版に掲載される入札
公告、入札公示及び落札者等の公示は、
ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の
適用を受ける調達を含みます。
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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
支出負担行為担当官
仙台国税局総務部次長 佐々木 元

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 04
１ 調達内容
 品目分類番号 133
 購入等件名及び数量
確定申告電話相談センター運営業務一式

 調達件名の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年１月４日から令和９年
３月19日まで。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数が生じた場合には、その端数金
額を切り捨てるものとする。）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約金額の110
分の100に相当する金額を入札書に記載する
こと。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において、「役務の提供等」
の「Ａ」若しくは「Ｂ」の等級に格付けされ、

東北地域の競争参加資格を有する者、又は当
該競争参加資格を有していない者で、入札書
の受領期限までに競争参加資格審査を受け、
競争参加資格者名簿に登載された者であるこ
と。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 経営の状況又は信用度が極端に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒9808430 宮城県仙台市青葉区本町３
３１仙台合同庁舎Ａ棟内 仙台国税局総務
部会計課経費係 飯坂 紫乃 電話022
2631111 内線3548
ただし、入札説明書は「調達ポータル」を
利用して入手することができる。
 入札書の受領期限 令和８年10月９日午後
５時00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月13日午
前11時00分 仙台合同庁舎Ａ棟１階仙台国税
局入札室

４ 調達ポータルの利用
本件は、調達ポータルを利用した応札及び入
開札手続により実施するものとする。ただし、
紙による入札書の提出も可とする。詳細につい
ては、入札説明書のとおり。
５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、当局が交付する入札説
明書に基づいた証明書、入札書等を受領期限
までに提出しなければならない。また、入札
者は、開札日の前日までの間において、支出
負担行為担当官から当該書類に関し説明を求
められた場合は、それに応じなければならな
い。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書。
 契約書作成の要否 要。

 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入
札を行った者を落札者とする。ただし、落札
者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がな
されないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し
く不適当であると認められるときは、予定価
格の制限の範囲内の価格をもって入札した他
の者のうち最低の価格をもって入札した者を
落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
のとおり。
 その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SASAKI Hajime, Deputy

Assistant Regional Commissioner (Plann‑

ing and Administration), Sendai Regional

Taxation Bureau.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 133

 Nature and quantity of the services to be

required : Management of telephone consul‑

tation center for income tax return 1 set.

 Fulfillment period : From 4 January 2027

until 19 March 2027.

 Fulfillment place : Refer to the tender ex‑

planation.

 Qualification for Participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.
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 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade A or B in offer of services

etc. in terms of the qualification for par‑

ticipating in tenders by Organizations in

the Tohoku Area related to the Ministry

of Finance (Single qualification for every

ministry and agency) in the fiscal years

2025, 2026 and 2027.

 have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials in charge of

disbursement of the procuring entity).

 an eligible person is a person whose

business condition and credit are deemed

not to be a severe degradation, and who

is sure to implement the contract.

 Time‑limit for tender : 5 : 00 PM, 9 Octo‑

ber 2026.

 Submit a document of a system to prove

their ability to supply the system concerned

and meet our requirements in order to be

judged acceptable by the contracting

entity ; and provide explanations on the co‑

ntents of the above document by request.

 Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.

 Contact point for the notice : IISAKA

Shino Procurement Section, Accounts Divi‑

sion, Sendai Regional Taxation Bureau,

331 Honcho Aoba‑ku, Sendai Miyagi

9808430 Japan. TEL 0222631111 ex.

3548

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 57、76
 調達件名及び数量

第112回薬剤師国家試験問題及び答案用紙
印刷並びに仕分け及び梱包業務
 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 契約日から令和９年２月26日ま
で
 履行場所 支出負担行為担当官が別途指定
する場所
 入札方法 入札金額は総価で行う。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった契約
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。
 政府電子調達（ＧＥＰＳ）の利用 本案件
は、ＧＥＰＳで行う。なお、ＧＥＰＳにより
がたい者は、支出負担行為担当官に書面によ
り申し出た場合に限り紙入札方式によること
ができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。
 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、厚生労働省
大臣官房会計課長から「役務の提供等」でＡ、
Ｂ又はＣ等級に格付けされ、関東・甲信越地
域の競争参加資格を有する者であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。

 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 照会先
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１

２２中央合同庁舎第５号館11階（８号室）
厚生労働省大臣官房会計課経理室契約班契
約第二係 土井 電話0352531111（内線
7197）
なお、入札説明書は、調達ポータルサイト
において入手すること。
 入札説明会の日時及び場所 実施しない
（質問等はメール・電話で対応）
 入札書の提出期限 令和８年10月８日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月９日13
時30分 厚生労働省入札室（中央合同庁舎第
５号館地下１階）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した業務が
履行できることを証明する書類を指定する期
日までに提出しなければならない。入札者は、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、これに応じなければな
らない。
また、入札に参加を希望する者は、上記証
明書類とあわせて暴力団等に該当しない旨の
誓約書を提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書その他入札の条件に違反した者の提出した
入札書及び入札説明書に示した無効となる入
札書の類型に該当する入札書は無効とする。
また、入札に参加した者が、の誓約書を
提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓
約書に反することとなったときは、当該者の
入札を無効とするものとする。

 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of

the procuring entity : NAOKI Ikegami, the

Obligating Officer, Director of Accounts

Division, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour and Welfare

 Classification of the services to be pro‑

cured : 57, 76

 Nature and quantity of the services to be

required : Printing and packaging of the

National Examination for Pharmacists

 Services period : From a contract day to

February, 26, 2027

 Services place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article

70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clauseNot

come under Article 71 of the Cabinet Order

concerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting Are not being suspended from

transactions by request of the officials in

charge of contract Have Grade A, B,

or C on offer of services etc. in the


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Kanto‑Koshinetsu Area in terms of qualifi‑

cation for participating in tenders by Minis‑

try of Health, Labour and Welfare (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in the fiscal years 2025, 2026 and 2027
Prove to have no false statement in tender‑

ing documentsProve neither the business

condition nor credibility is deteriorating 
Meet the qualification requirements which

the Obligating Officer may specify in accor‑

dance with Article 73 of the Cabinet Order

 Time‑limit for tender : 12 : 00 October, 8,

2026

 Contact point for the notice : DOI

Procurement Section, Accounts Division,

Minister's Secretariat, Ministry of Health,

Labour and Welfare, 122 Kasumi‑

gaseki Chiyoda‑ku Tokyo 1008916 Japan

TEL 0352531111 (ext. 7197)

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
支出負担行為担当官
厚生労働省大臣官房会計課長 池上 直樹

◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名及び数量

令和８年医療施設静態調査受付・審査・
データ入力業務等一式
 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 契約日から令和９年３月26日ま
で
 履行場所 支出負担行為担当官が別途指定
する場所
 入札方法 入札金額は総価で行う。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入

札者は、消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった契約
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。
 政府電子調達（ＧＥＰＳ）の利用 本案件
は、ＧＥＰＳで行う。なお、ＧＥＰＳにより
がたい者は、支出負担行為担当官に書面によ
り申し出た場合に限り紙入札方式によること
ができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であっても、契約締結のため
に必要な同意を得ている者は、同条中、特別
の理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 厚生労働省から指名停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。
 令和07・08・09年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、厚生労働省
大臣官房会計課長から「役務の提供等」でＡ
又はＢ等級に格付けされ、関東・甲信越地域
の競争参加資格を有する者であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 照会先
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所
及び問い合わせ先
〒1008916 東京都千代田区霞が関１

２２中央合同庁舎第５号館11階（８号室）
厚生労働省大臣官房会計課経理室契約班契
約第三係 我那覇 電話0352531111（内
線7939）
なお、入札説明書は、調達ポータルサイト
において入手すること。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年９月
17日14時00分 入札説明書Ⅰ７参照

 入札書の提出期限 令和８年10月８日12時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月19日15
時00分 厚生労働省入札室（中央合同庁舎第
５号館地下１階）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告に示した業務が
履行できることを証明する書類を指定する期
日までに提出しなければならない。入札者は、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、これに応じなければな
らない。
また、入札に参加を希望する者は、上記証
明書類とあわせて暴力団等に該当しない旨の
誓約書を提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書その他入札の条件に違反した者の提出した
入札書及び入札説明書に示した無効となる入
札書の類型に該当する入札書は無効とする。
また、入札に参加した者が、の誓約書を

提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓
約書に反することとなったときは、当該者の
入札を無効とするものとする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IKEGAMI Naoki, the Ob‑

ligating Officer, Director of Accounts Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Health, Labour and Welfare

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Acceptance, examination and da‑

ta input of documents for 2026 Survey of

Medical Institutions

 Services period : From a contract day to

March, 26, 2027

 Services place : The place specified by

the Official in charge of disbursement of the

procuring entity

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Not come under Article

70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clauseNot

come under Article 71 of the Cabinet Order

concerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting Are not being suspended from

transactions by request of the officials in

charge of contractHave Grade A or B

on offer of services etc in the Kanto‑

Koshinetsu Area in terms of qualification

for participating in tenders by Ministry of

Health, Labour and Welfare (Single qualifi‑

cation for every ministry and agency) in the

fiscal years 2025, 2026 and 2027 Prove to

have no false statement in tendering docu‑

ments Prove neither the business condi‑

tion nor credibility is deteriorating Meet

the qualification requirements which the

Obligating Officer may specify in accor‑

dance with Article 73 of the Cabinet Order

 Time‑limit for tender : 12 : 00 October, 8,

2026

 Contact point for the notice : GANAHA

Procurement Section, Accounts Division,

Minister's Secretariat, Ministry of Health,

Labour and Welfare, 1 2 2 Kasumi‑

gaseki Chiyoda‑ku Tokyo 1008916 Japan

TEL 0352531111 (ext. 7939)
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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。なお、未成年者、被保佐人又は
被補助人であって、契約締結のために必要な
同意を得ている者は、第70条中、特別の理由
がある場合に該当する。
 令和７・８・９年度経済産業省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、
「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付されて
いる者であること。
 経済産業省からの補助金交付等停止措置又
は指名停止措置が講じられている者ではない
こと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008931 東京都千代田区霞が関１

３１ 資源エネルギー庁長官官房総務課会
計室 廣川 電話0335011719（ダイヤル
イン）
 入札説明会の日時及び場所 開催しない。
 提案書等・入札書の受領期限 令和８年10
月７日14時（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年10月９日14
時 経済産業省内 指定の場所

４ 電子調達システムの利用
本件は、電子調達システムを利用した入札及
び開札手続により実施するものとする。ただし、
紙による入札書等の提出も可とする。詳細は入
札説明書のとおり。
５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 全額免除。
 入札の無効 入札心得第11条に該当する入
札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 入札心得第14条から第
16条に基づき落札者を決定する。
 その他 詳細は入札説明書による。

 Have Grade ｢A｣, ｢B｣, ｢C｣ or ｢D｣ in

the services in terms of the qualification

for participating in tenders by Ministry

of Economy, Trade and Industry (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in the fiscal years 2025, 2026 and

2027 ;

 Are not the subject of ⒜an order pro‑

hibiting them from receiving subsides

from the Ministry of Economy, Trade

and Industry (METI) ; ⒝an order prohib‑

iting them from concluding contracts

with METI ; or ⒞an order disqualifying

them from bidding for METI projects co‑

nducted under the designated bidder

system.

 Time‑limit for tender : 14 : 00 7 October,

2026

 Contact point for the notice : HIRO‑

KAWA Budget and Accounts Office, Policy

Planning and Coordination Divishion,

Agency for Natural Resources and Energy,

131 Kasumigaseki, Chiyoda‑ku, Tokyo

1008931 Japan. TEL 0335011719

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。なお、未成年者、被保佐人又は
被補助人であって、契約締結のために必要な
同意を得ている者は、第70条中、特別の理由
がある場合に該当する。
 令和７・８・９年度経済産業省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、
「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付されて
いる者であること。
 経済産業省からの補助金交付等停止措置又
は指名停止措置が講じられている者ではない
こと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1008931 東京都千代田区霞が関１

３１ 資源エネルギー庁長官官房総務課会
計室 廣川 電話0335011719（ダイヤル
イン）
 入札説明会の日時及び場所 開催しない。
 提案書等・入札書の受領期限 令和８年10
月７日14時（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年10月９日15
時 経済産業省内 指定の場所

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
支出負担行為担当官
資源エネルギー庁長官官房総務課長

松野 大輔
◎調達機関番号 019 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量
令和８年度経済産業省デジタルプラット
フォーム構築事業（電気・ガス事業オンライ
ン申請・届出システムに係る機能性向上のた
めの開発（マスタ構築等））一式
 調達案件の仕様等 入札公告による。
 履行期限 令和９年３月31日
 履行場所 当省の指定する場所。
 入札方法 入札金額は上記１に関する総
価で行う。なお、本件については入札の際に
提案書を提出し、技術審査を受けなければな
らない。落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MATSUNO Daisuke, Di‑

rector, Policy Planning and Coordination

Division, Commissioner's Secretariat,

Agency for Natural Resources and Energy.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Name of the service and quantity to be

contracted : 2026fy Electricity and Gas Sys‑

tem Operation 1 set

 Fulfillment period : by March 31, 2029

 Fulfillment place : Location specified by

Ministry of Economy, Trade and Industry

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Do not come under Article 70 and Arti‑

cle 71 of the Cabinet Order concerning

the Budget, Auditing and Accounting.

Furthermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause,

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
支出負担行為担当官
資源エネルギー庁長官官房総務課長

松野 大輔
◎調達機関番号 019 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量

令和８年度経済産業省デジタルプラット
フォーム構築事業（電気・ガス事業オンライ
ン申請・届出システムに係る機能性向上のた
めの開発（デジタル完結のための共通機能と
の連携機能搭載））一式

 調達案件の仕様等 入札公告による。
 履行期限 令和９年３月31日
 履行場所 当省の指定する場所。
 入札方法 入札金額は上記１に関する総
価で行う。なお、本件については入札の際に
提案書を提出し、技術審査を受けなければな
らない。落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。
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５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 全額免除。
 入札の無効 入札心得第11条に該当する入
札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 入札心得第14条から第
16条に基づき落札者を決定する。
 その他 詳細は入札説明書による。

４ 電子調達システムの利用
本件は、電子調達システムを利用した入札及
び開札手続により実施するものとする。ただし、
紙による入札書等の提出も可とする。詳細は入
札説明書のとおり。

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Do not come under Article 70 and Arti‑

cle 71 of the Cabinet Order concerning

the Budget, Auditing and Accounting.

Furthermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause,

 Have Grade ｢A｣, ｢B｣, ｢C｣ or ｢D｣ in

the services in terms of the qualification

for participating in tenders by Ministry

of Economy, Trade and Industry (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in the fiscal years 2025, 2026 and

2027 ;

 Are not the subject of ⒜an order pro‑

hibiting them from receiving subsides

from the Ministry of Economy, Trade

and Industry (METI) ; ⒝an order prohib‑

iting them from concluding contracts

with METI ; or ⒞an order disqualifying

them from bidding for METI projects co‑

nducted under the designated bidder

system.

 Time‑limit for tender : 14 : 00 7 October,

2026

 Contact point for the notice : HIRO‑

KAWA Budget and Accounts Office, Policy

Planning and Coordination Divishion,

Agency for Natural Resources and Energy,

131 Kasumigaseki, Chiyoda‑ku, Tokyo

1008931 Japan. TEL 0335011719

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
支出負担行為担当官
国土技術政策総合研究所長 星隈 順一

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 13
 調達件名及び数量
急斜面・半水中対応型油圧ショベル（遠隔
操縦対応型）１台購入
 調達件名の特質仕様等 入札説明書によ
る。
 納入期間 契約の翌日から令和９年３月24
日までとする。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札書には、総価を記載するこ
と。なお、落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の100分の10に相

当する額を加算した金額をもって落札価格と
するので、入札者は消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず見積もった契約希望金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
原則として、当該入札の執行において入札
執行回数は２回を限度とする。なお、当該入
札回数までに落札者が決定しない場合は、原
則として予算決算及び会計令第99条の２の規
定に基づく随意契約には、移行しない。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
案件は、競争参加資格確認申請書（以下「申
請書」という。）の提出、入札を電子調達シス
テムで行う対象案件である。なお、電子調達
システムによりがたい場合は、紙入札方式参
加願を提出するものとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 令和07・08・09年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「物品の販売」
のＡ、Ｂ、ＣまたはＤの等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者
であること。
 申請書及び資料の受領期限の日から開札の
時までの期間に、国土技術政策総合研究所長
から指名停止を受けていないこと。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（競争
参加資格に関する公示に基づきの競争参加
資格を継続する為に必要な手続きをおこなっ
た者は除く。）でないこと。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 入札説明書の交付を直接受けた者であるこ
と。（３の交付方法により直接入札説明書を
入手した者であること。）

３ 証明書等及び入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ、証明書等・入
札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問
い合わせ先
政府電子調達システム（ＧＥＰＳ）
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
〒3050804 茨城県つくば市旭１番地 国
土技術政策総合研究所総務部会計課調査係
ＴＥＬ0298644034
 紙入札方式による証明書等・入札書の提出
場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先
上記の問い合わせ先に同じ。

 入札説明書の交付期間、交付場所及び交付
方法
１）入札説明書は電子調達システムによる電
子データの交付及び、電子メール（https://

www.nilim.go.jp/lab/adg/koukoku/

buppin/chotatsuform.html）により交付す
る。交付期間は令和８年８月18日から令和
８年９月18日までとする。
２）やむを得ない事由により、上記交付方法
による入手ができない入札参加希望者に対
しては、記録媒体（ＣＤＲ等、ＵＳＢは
不可）を上記に持参又は郵送することに
より電子データを交付する。持参による場
合は、上記に記録媒体を持参すること。
郵送による場合は、上記に記録媒体、返
信用の封筒（切手を貼付）、入札参加希望
者の連絡先がわかるものを同封すること。
受付期間は令和８年８月18日から令和８年
９月18日までの土曜日、日曜日及び休日等
（行政機関の休日に関する法律（昭和63年
法律第91号）第１条第１項に規定する行政
機関の休日（以下「休日」という。））を除
く毎日、８時30分から17時15分まで（最終
日は16時まで）とする。

 電子調達システムによる証明書等の提出期
限、紙入札による証明書等の提出期限 令和
８年９月18日16時00分
 電子調達システムによる入札書の提出期
限、紙入札による入札書の提出期限 令和８
年10月27日16時00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月28日10
時00分 国土技術政策総合研究所総務部会計
課入札室（旭庁舎研究本館１階）

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MATSUNO Daisuke, Di‑

rector, Policy Planning and Coordination

Division, Commissioner's Secretariat,

Agency for Natural Resources and Energy.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Name of the service and quantity to be

contracted : 2026fy Electricity and Gas Sys‑

tem Operation 1 set

 Fulfillment period : by March 31, 2027

 Fulfillment place : Location specified by

Ministry of Economy, Trade and Industry
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４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
１）電子調達システムにより参加を希望する
者は、証明書等を上記３の提出期限まで
に、上記３に示すＵＲＬに提出しなけれ
ばならない。
２）紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等を３の提出期限までに、
３に示す場所に持参又は書留郵便等（書
留郵便及び「民間事業者による信書の送達
に関する法律」（平成14年法律第99号）第２
条第６号に規定する一般信書便事業者若し
くは同条第９項に規定する特定信書便事業
者の提供する同条第２項に規定する信書便
のうち、引き受け及び配達記録をした信書
便をいう。）により提出しなければならな
い。
なお、１）、２）いずれの場合も、開札日

の前日までの間において必要な申請書及び資
料の内容に関する支出負担行為担当官からの
照会があった場合には、説明しなければなら
ない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者のした入札、証明書等に虚偽の
記載をした者のした入札、入札に関する条件
に違反した入札は無効とする。（入札説明書、
国土技術政策総合研究所競争契約入札心得参
照）
 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告４に従い、書
類・資料を添付して入札書を提出した入札者
であって、本公告２の競争参加資格を全て満
たし、当該入札者の入札価格が予算決算及び
会計令第79条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有
効な入札を行った者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HOSHIKUMA Junichi

Director General of National Institute for

Land Infrastructure Management

 Classification of the products to be pro‑

cured : 13

 Procurement item and quantity to be pur‑

chased : Remote‑controlled Hydraulic ex‑

cavator 1 set

 Delivery period : From the next day of

contract day through 24 March, 2027

 Delivery place : as in the tender do‑

cumentation.

 acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

１）not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

２）have Grade A, B, C or D on sale of

product in Kanto Koushinetsu Area in

terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in the fiscal year 2025／2026／2027

３）not be under suspension of nomination

by Director General of National Institute

for Land Infrastructure Management

from Time‑limit for the submission of ap‑

plication forms and relevant documents

for qualification to Bid Opening.

４）The person who obtained a bid manual

from the person of ordering directly

５）not be the Building constructor that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

６）other details, by the tender documen‑

tation.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for qua‑

lification : 16 : 00, 18, September, 2026

 Time‑limit for tender : 16 : 00, 27, Octo‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : ISHIKAWA

Kazuo Examination Section, Accounting

Division, General Affairs Department,

National Institute Land and Infrastructu‑

re Management. 1 Asahi, Tsukuba‑City,

Ibaraki, 3050804, Japan, TEL 029864
4034

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
支出負担行為担当官
北海道開発局小樽開発建設部長 山本 清二
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇開発小樽第５号（№５）
１ 調達内容
 品目分類番号 78
 購入等件名及び数量
倶知安開発事務所 構内除排雪等業務（単
価契約）一式（電子入札対象案件）（電子契約
対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和８年11月１日から令和９年
３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、公示用設計書に示
す各項目の予定数量に契約希望単価を乗じて
得た金額の合計（総価）とすること。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の100分の10に相当する額を
加算した金額（当該金額に１円未満の端数が
あるときは、その端数金額を切り捨てた金額）
をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約金額の110分の100に相当する金額を記載
した入札書を提出すること。

 電子調達システムの利用 本案件は、申請
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムにより難い場合は、紙入札方式参加願
及び紙契約方式手続願を提出するものとす
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一）「役務の提供等」において、
Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされ、北海
道地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（「競争
参加者の資格に関する公示」（令和８年３月31
日付官報）に基づき書類を提出した者を除
く。）でないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。
 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の間に、北海道開発局長から指名停止を受け
ていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 電子調達システムから入札説明書等を直接
ダウンロードした者であること、又は支出負
担行為担当官から入説明書等の交付を受けた
者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒0478555 北海道小樽市潮見台１丁目15
番５号 北海道開発局小樽開発建設部契約課
吉田 和正 電話0134235144

 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
調達ポータル
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
上記３の問い合わせ先に同じ。





令
和

年

月


日
火
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 入札説明書の交付方法 電子調達システム
により交付する（入札説明書等に対する質問
回答書についても同様に交付するので、ダウ
ンロードの際に「更新通知メールの配信を希
望する」に必ずチェックすること。）。
ただし、やむを得ない事由により電子調達
システムによる交付を受けることが困難な場
合は上記３に問い合わせること。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 令和８年９月17日11
時00分
 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 令和８年10月
14日16時00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月15日11
時00分 北海道開発局小樽開発建設部入札公
示室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（申請書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な申請書等を所定の受領期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において、支出負担行為担当官か
ら当該書類に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。
 入札の無効 本入札公告等に示した競争参
加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽
の記載をした者のした入札、入札の条件に違
反した者のした入札及び入札者に求められた
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者

となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の決定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる一般競争参加資格の決
定を受けていない者も上記３により申請書
等を提出することができるが、競争に参加す
るためには、開札の時において、当該資格の
決定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受
けていなければならない。なお、当該資格の
申請は「競争参加者の資格に関する公示」に
より随時受け付ける。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YAMAMOTO Seiji, Di‑

rector of Otaru Development and Construc‑

tion Department of Hokkaido Regional De‑

velopment Bureau

 Classification of the services to be pro‑

cured : 78

 Nature and quantity of the services to be

required : Kutchan Development Office pre‑

mises snow removal : 1 set

 Fulfillment period : From 1 November

2026 through 31 March 2027

 Fulfillment place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A, B, C or D in terms of the

qualification for participating in tenders

of the offer of services etc. by Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism (Single qualification for every

ministry and agency) in Hokkaido region

in the fiscal year of 2025・2026・2027

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, Hok‑

kaido Regional Development Bureau dur‑

ing the time of tender opening from time

limit for the submission of application

forms and relevant documents for the

qualification

 obtained a bid manual directly from

system or the person of ordering

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 11 : 00 a.m. 17 September

2026

 Time limit for tender : 4 : 00 p.m. 14 Octo‑

ber 2026

 Contact point for the notice : YOSHIDA

Kazumasa, Contracts Division, Otaru De‑

velopment and Construction Department of

Hokkaido Regional Development Bureau,

155, Shiomidai 1‑Chome, Otaru, Hok‑

kaido, 0478555, Japan TEL 013423
5144

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 開札時までに令和07・08・09年度国土交通
省競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の製
造」のＡ又はＢ等級に格付けされた競争参加
資格を有する者であること。（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手続
開始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、競争参加資格を継続する
為に必要な手続きを行った者であること。）な
お、当該資格を有していない者については、
「競争参加者の資格に関する公示」（令和８年
３月31日付官報）に記載されている申請方法
等により、競争参加資格の申請を受け付ける。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日

支出負担行為担当官
大阪航空局長 梅澤 大輔

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
〇阪空契第 619 号（№619）
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 契約件名 南紀白浜空港ＶＯＲ／ＤＭＥ局
舎受配電設備機器一式製造（電子入札対象案
件）
 履行内容等 本業務は、南紀白浜空港ＶＯ
Ｒ／ＤＭＥ局舎用受配電設備機器一式の製造
を行うものである。

【調達機器内訳】
・Ｓ系受電盤（高圧） １面
・Ｓ系変圧器盤１（低圧） １面
・Ｓ系変圧器盤２（低圧） １面
 電子調達システムの利用 本案件は、申請
書等の提出、入札を電子調達システムで行う
対象案件である。なお、電子調達システムに
よりがたい場合は、紙入札方式参加承諾願を
提出するものとする。
 履行期間 契約締結日の翌平日から令和９
年３月19日
 納入場所 仕様書による
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
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 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。ただし、２の競争参加資格を継続す
る為に必要な手続きを行った者を除く。
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限から開札日までの間
に、国土交通省大阪航空局長から航空局所掌
の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領
（昭和59年６月28日付け空経第386号）に基
づく指名停止を受けていない者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 次に掲げる要件を満たす者であること。
 平成23年４月１日から公告日までの間に
元請けとして、調達物品※１又は同種物品
※２を製造した実績を有すること。
※１ 調達物品とは、公称電圧66ｋＶに
接続する受電盤又は変圧器盤をいう。
※２ 同種物品とは、公称電圧66ｋＶ以
上に接続する受電盤、変圧器盤又は配電
盤をいう。

 調達物品に対するアフターサービス体制
を有すること。
 緊急時（夜間・休日等含む）の連絡体
制が整っていること。
 当局からの保守要員派遣要請への対応
が、24時間以内にできる体制であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書・仕様書の問い合わせ先
〒5408559 大阪市中央区大手前３１
41大手前合同庁舎11階 大阪航空局総務部契
約課契約係 電話番号0669372708
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
調達ポータル・電子調達システムヘルプデ
スク 電話番号0570000683（ナビダイヤ
ル）0343327803（ＩＰ電話等をご利用の
場合）

 入札説明書及び仕様書の交付期間並びに方
法
 交付期間 令和８年８月18日９時から令
和８年９月17日17時まで
 交付方法
 電子調達システムにより交付する。
 やむを得ない事由により、上記交付方
法による入手ができない入札参加希望者
は、交付期間内の土曜日、日曜日及び祝
日等を除く９時から17時までの間に３
に問い合わせること。

 申請書及び資料等の提出期限 令和８年９
月18日14時
 電子調達システムによる入札及び郵送によ
る入札書の受領期間 令和８年10月２日９時
から令和８年10月14日17時まで 入札書を持
参する場合の受領期間 令和８年10月２日９
時から令和８年10月15日10時まで
 開札の日時及び場所 令和８年10月15日10
時 大阪市中央区大手前３１41大手前合
同庁舎11階 大阪航空局入札室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、所定の受領期限までに入札書類デー
タ（申請書等）を３に示すＵＲＬに提出
しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な申請書等を所定の受領期限までに３
に示す場所に提出しなければならない。
なお、いずれの場合も、開札日の前日まで
の間において必要な申請書等の内容に関す
る契約担当官等からの照会があった場合に
は、説明しなければならない。また、入札
書に本件責任者、担当者の氏名及び連絡先
を明記することにより、入札書への押印を
省略することができる。ただし、押印を省
略した入札書であっても電子メールによる
提出は認めない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者が行った入札、申請書又は資料に虚
偽の記載をした者が行った入札及び入札に関
する条件に違反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
であり、入札説明書の要求要件をすべて満た
した入札者の中から、最低価格をもって有効
な入札を行った者を落札者と決定する。ただ
し、落札者となるべき者の入札価格によって
は、その者により当該契約の内容に適合した
履行がなされないおそれがあると認められる
とき、又はその者と契約を締結することが公
正な取引の秩序を乱すこととなるおそれが
あって著しく不適当であると認められるとき
は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって
入札した他の者のうち最低価格をもって入札
した者を落札者とすることがある。なお、落
札者となるべき者が２者以上となった場合
は、くじにより落札者を決定するものとする。
予決令第85条の基準（平成16年６月10日国
官会第366号）に該当する入札を行った者は、
契約担当官等の行う調査に協力しなければな
らない。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of

the procuring entity : Umezawa Daisuke

Director‑General of West Japan Civil Avia‑

tion Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism

 Classification of the products to be pro‑

cured : 16

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Power Receiving and Distribu‑

tion equipment 1 set

 Delivery period : March 19, 2027

 Delivery place : As the tender ex‑

planatory pamphlet shows

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding System

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures, Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Au‑

ditingand Accounting.

 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, West

Japan Civil Aviation Bureau.

 have Grade A, B Manufacturing in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

(Single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2025／
2026／2027

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order (The requirements are shown

in the general evaluation standard)

 Time‑limit for tender : 17 : 00 October 14,

2026 : 10 : 00 October 15, 2026 in case of by

hand.

 Contact point for the notice : Contract

Division, General Affairs Department, West

Japan Civil Aviation Bureau, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tour‑

ism 3141 Otemae Chuo‑ku Osaka 540
8559 Japan TEL 0669372708

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
分任支出負担行為担当官 東北地方整備局

酒田河川国道事務所長 高橋 朋昭
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◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 06
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量 酒田河川国道事務所管
内で使用する電気 予定契約電力：280kW

（従量電灯Ｃ 14kVAを含む） 年間予定
使用電力量：720550kWh（電子調達システ
ム対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 令和８年12月１日から令和９年
11月30日まで
 履行場所 入札説明書及び仕様書による。
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単価（基本料金単価、
kW単価）及び使用電力量に対する単価（電
力量料金単価、kWh単価）等を根拠とし、
当局が提示する予定契約電力及び予定使用電
力量の総価を入札金額とすること。なお、入
札時においては、発電費用等に係る燃料価格
変動の調整額及び電気事業者による再生可能
エネルギー電気の調達に関する特別措置法に
基づく賦課金は考慮しないものとする。
落札者の決定に当たっては、入札書に記載
された金額に当該金額の100分の10に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
た金額とする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約希望金額の110分の100に
相当する金額を入札書に記載すること。
原則として当該入札の執行において入札執
行回数は、２回を限度とする。
なお、当該入札回数までに落札者が決定し
ない場合は、原則として予算決算及び会計令
（以下「予決令」という。）第99条の２の規定
に基づく随意契約には移行しない。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
件は、競争参加資格確認申請書及び申請に際
して必要な証明書等（以下「申請書等」とい
う。）の提出、入札並びに契約を電子調達シス

テムで行う対象案件である。なお、電子調達
システムによりがたい場合は、紙入札方式参
加願を提出しなければならない。
※電子調達システムは、操作マニュアルを熟
読の上、誤りのないように手続きすること。

２ 競争参加資格
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
 国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）
における「物品の販売」のうちＡ、Ｂ、Ｃ又
はＤ等級に格付けされた東北地域の競争参加
資格を有する者であること。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申し立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申し立てがなされて
いる者は、競争参加資格の再認定を受けてい
ること。
 申請書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、東北地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 ３の入札説明書の交付方法により３
から直接ダウンロード、３から直接交付
又は３に送付の希望を申し出て交付を受
けた入札説明書及び仕様書等により作成した
申請書等を提出した者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付け官報）に記載されている時期及び場
所で申請を受け付ける。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 予決令第73条の規定に基づき、分任支出負
担行為担当官が定める入札参加資格者とし
て、二酸化炭素排出係数、未利用エネルギー
の活用、再生可能エネルギーの導入、需要家
への省エネルギー・節電に関する情報提供の
取組並びに電源構成、非化石証書の使用状況
及び二酸化炭素排出係数の情報の開示に関
し、入札説明書において示す入札適合条件を
満たすこと。

 再生可能エネルギー電源の割当計画が仕様
書に定める再生可能エネルギー比率（60％以
上）を満たす計画となっていること。

３ 入札説明書の交付場所等
 入札説明書の交付場所
 電子調達システム

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 〒9980011 山形県酒田市上安町１丁目
２１ 東北地方整備局酒田河川国道事務
所経理課 ＴＥＬ0234273425（内線
228）電子メールアドレス
thr-763keirika01@mlit.go.jp

 入札説明書の交付方法 の電子調達シ
ステムから、自らの商号又は名称を用いて
の電子調達システムから交付されている全
ての資料（追加・変更・訂正分を含む）をダ
ウンロードすること。これによりがたい場合
は、の場所で交付を行う。なお、送付を
希望する場合は、送付先、会社名、担当者名、
電話番号等を明記の上、電子メール（送信後、
必ず着信を確認すること。）により申し出るこ
と。この場合、原則、電子メールで交付する。
ただし、紙での送付を希望する場合、送付に
要する費用は希望者の負担とする。

４ 申請書等の提出場所等
 電子調達システムによる申請書等の提出場
所 ３に同じ。
 紙入札方式による申請書等の提出場所及び
問い合わせ先 ３に同じ。
 電子調達システム又は紙入札方式による申
請書等の提出期限 令和８年10月５日14時00
分
 申請書等の提出方法 電子調達システム、
持参、郵送（書留郵便に限る。提出期限まで
必着。）、電子メール（送信後、必ず着信を確
認すること。）又は託送（書留郵便と同等のも
のに限る。提出期限まで必着。）にて提出する
こと。

５ 入札書の提出場所等
 電子調達システムによる入札書の提出場所
３に同じ。

 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 ３に
同じ。

 電子調達システム又は紙入札方式による入
札書の提出期限 令和８年10月23日14時00分
 入札書の提出方法 電子調達システム、持
参又は郵送（書留郵便に限る。）にて提出する
こと。
 開札の日時及び場所 令和８年10月26日10
時00分 東北地方整備局酒田河川国道事務所
入札室

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TAKAHASHI Tomoaki,

Director of Sakata office of River and Na‑

tional Highway, Tohoku Regional Develop‑

ment Bureau

６ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、申請書等を、４の提出期限までに、
３に示すＵＲＬに提出しなければなら
ない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
申請書等を、４の提出期限までに、３
に示す場所に提出しなければならない。
また、、いずれの場合も、５の入札
書の提出期限までの間において、分任支出負
担行為担当官から申請書等の内容に関する説
明を求められた場合には、それに応じなけれ
ばならない。
 入札の無効 競争参加資格のない者、入札
に関する条件に違反した者、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者、５の入札書
の提出期限までに入札説明書及び仕様書等
（追加・変更・訂正分を含む）の交付を受け
ていない者、申請書等に虚偽の記載をした者
又は電子調達システムを利用するための電子
証明書を不正に使用した者が提出した入札書
は無効とする。
 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った者を
落札者とする。
 その他 詳細は入札説明書による。
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 Classification of the services to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity used in the jurisdic‑

tion of Sakata office of River and National

Highway, Tohoku Regional Development

Bureau, contract 280kW (including the

usage‑based electric light C14kVA) and the

estimated electricity for the year is

720,550kWh

 Fulfillment period : From 1 December,

2026 through 30 November, 2027

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Do not come under Article 70 and 71 of

the Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 Have Grade A, B, C or D on sale of

product in Tohoku Area in terms of qua‑

lification for participating in tenders by

Ministry of Land, Infrastructure, Trans‑

port and Tourism (Single qualification

for every ministry and agency)

 Do not be under suspension of nomina‑

tion by Director‑General of Tohoku Re‑

gional Development Bureau from Time‑

limit for the tender to Bid Opening

 The person who obtained a bid manual

from the person of ordering directly

 Not be the business operators that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned

 Acquire the electric certificate in case

of using the Electric Bidding system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

 Obtain registration of the electricity

retail business in accordance with Article

22, of the Electricity Business Act

 Fulfill the requirements mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO２ and en‑

vironmental impact

 Time‑limit for submission of certificate :

14 : 00 5 October, 2026

 Time‑limit for tender : 14 : 00 23 Octo‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Sakata Of‑

fice of River and National Highway,

Tohoku Regional Development Bureau,

Ministry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism, 121, Kamiyasucho,

Sakata‑shi, Yamagata‑ken, 9980011

Japan TEL 0234273425 ex. 228

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日

支出負担行為担当官
福島環境局長 名倉 良雄

◎調達機関番号 021 ◎所在地番号 07
１ 調達内容
 品目分類番号 78
 購入等件名及び数量
令和８年度対策地域内廃棄物（廃石こう）
処分等業務 一式
 調達案件の仕様等 仕様書による。
 履行期限 令和９年３月31日
 履行場所 仕様書による。
 入札方法 入札金額については、業務に要
する一切の費用を含めた額とする。落札決定
に当たっては、入札書に記載された金額に当
該金額の10％に相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数がある時は、そ
の端数金額を切り捨てた金額とする。）をもっ
て落札価格とするので、入札者は、消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を記載した入札書を提出しな
ければならない。

 電子入札システムの利用 本案件は、電子
調達システム対象調達案件である。なお、電
子入札によりがたい場合は、紙入札方式参加
願を提出するものとする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度環境省競争参加資格
（全省庁統一資格）の「役務の提供等」の「そ
の他」において、「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等
級に格付されている者であること。
 福島環境局長から指名停止措置が講じられ
ている期間中の者でないこと。
 入札心得において示す暴力団排除に関する
誓約事項に誓約できる者であること。
 その他の条件は、入札説明書による。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒9608031 福島県福島市栄町1125ＡＸ
Ｃビル６階 福島環境局総務部経理課契約第
二係 電話0245737386
 入札説明書の交付場所及び交付方法 調達
ポータルサイトからダウンロードして入手す
ること。
 入札説明会の日時及び場所 開催しない。
 入札、開札の日時及び場所 令和８年10月
13日10時00分 福島環境局入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者、提案書等に虚偽の記載をした者そ
の他入札の条件に違反した者の行った入札
は、無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。ただし、落
札者となるべき者の入札価格によっては、そ
の者により当該契約の内容に適合した履行が
なされないおそれがあると認められるとき、

又は、その者と契約を締結することが公正な
取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって
著しく不適当であると認められるときは、予
定価格の制限の範囲内の価格をもって入札し
た他の者のうち、最低の価格をもって入札し
た者を落札者とすることがある。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yoshio Nakura, Director‑

General, Fukushima Environment Bureau.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 78

 Nature and quantity of the services to be

required : Treatment of Waste within the

countermeasure area (waste gypsum) fiscal

year 2026 1 set.

 Fulfillment period : 31 March, 2027

 Fulfillment place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

⒜ not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

⒝ have Grade A, B or C offer of services

etc, in terms of the qualification for par‑

ticipating in tenders by the Ministry of

the Enviroment (single qualification for

every ministry and agency) in the fiscal

year 2025, 2026 and 2027.

 Time‑limit for tender : 10 : 00, 13 October

2026

 Contact point for the notice : Contract

Section Ⅱ, Accounting Division, General

Affairs Department Fukushima Environ‑

ment Bureau, Ministry of the Environment,

AXC Bldg 6F, 1125 Sakae‑machi,

Fukushima‑shi, Fukushima‑ken, 9608031

Japan. TEL 0245737386

 Others : As in the tender documentation.






令
和

年

月


日
火
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日

国立研究開発法人情報通信研究機構
契約担当理事 中山 裕司

◎調達機関番号 816 ◎所在地番号 13
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 2026年度ワイヤレス
エミュレータ利活用推進支援作業 一式
 調達案件の仕様等 仕様書による。
 履行期間 令和８年11月２日から令和９年
３月31日まで。
 履行場所 仕様書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の110分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。
 本案件は、電子入札システムで行う対象調
達案件であるため、原則電子入札システムに
より入札に参加すること。なお、電子入札シ
ステムによりがたい者は、紙入札参加承認申
請書を提出すること。

２ 競争参加資格
 情報通信研究機構契約事務細則第３条及び
第４条の規定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度の国の競争参加資格
（全省庁統一資格）又は情報通信研究機構に
よる競争参加資格を有すると認められた者で
あること。
 情報通信研究機構、総務省又は他府省等か
ら指名停止を受けている期間中でないこと。
ただし、総務省又は他府省等における処分
期間については、当機構の処分期間を超過し
た期間は含めない。
 電子入札システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。

３ 入札書の提出場所等
 電子入札システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先 情報通信研究機構電子入札システム
https://www.ep-bid.supercals.jp/
ebidGoodsAccepter/index.jsp?

KikanNo=1390300

問い合わせ先は、以下に同じ。
 紙入札方式による場合の問い合わせ先
〒1848795 東京都小金井市貫井北町４
２１ 情報通信研究機構財務部契約室 金
田 松子 電話0423276240
 入札説明書の交付方法 令和８年８月18日
から令和８年10月７日まで、情報通信研究機
構電子入札システム内、入札情報システムよ
りダウンロードすること。
 電子入札システム及び紙入札による競争参
加のために必要な証明書等の受領期限 令和
８年10月７日12時00分
 電子入札システムによる入札書の受領期限
令和８年10月27日12時00分
※紙入札書により入札参加する場合も、上記
時刻までに３あてに提出すること。

 開札の日時及び場所 令和８年10月28日13
時30分 情報通信研究機構入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に入札
説明書に示した書類を添付して、入札書の受
領期限までに提出しなければならない。また、
入札者は、開札日の前日までの間において、
当機構から当該書類に関し説明を求められた
場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で、仕様書で指定する性能、機能、技術等
（以下「性能等」という。）のうち、必須とし

た項目の最低限の要求条件をすべて満たして
いる性能等を提案した入札者の中から、入札
説明書で定める総合評価の方法をもって落札
者を定める。
 詳細は入札説明書及び仕様書による。
５ Summary

 Contracting entity : Hiroshi Nakayama,

Vice President, Member of the Board of Di‑

rectors, National Institute of Information

and Communications Technology

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Support on the promotion ac‑

tivities on the Reiwa 8th wireless emulator,

1 set

 Fulfillment period : From 2 November

2026 through 31 March 2027

 Fulfillment place : As per the specifica‑

tions

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Retailers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

⒜ Not come under Article 3 and 4 of the

Regulation concerning the Contract for

NICT

⒝ Have been qualified through the quali‑

fications for participating in tenders by

NICT, or through Single qualification for

every ministry and agency in the fiscal

years 2025, 2026 and 2027

⒞ Not be suspended from transaction by

the request of NICT, Ministry of Internal

Affairs and Communications or all other

prefectures. Within the suspended term

by those above, only the term exceeding

the suspended term by the request of

NICT is not included

⒟ Acquire the electric certificate in case

of using the Electric Bidding system

https://www.ep-bid.supercals.jp/
ebidGoodsAccepter/index.jsp?

KikanNo=1390300

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for qua‑

lification : 12 : 00 7 October 2026

 Time limit for tender : 12 : 00 27 Octo‑

ber 2026

 Contact point for the notice : Matsuko

Kaneda, Contract Office, Financial Affairs

Department, National Institute of Informa‑

tion and Communications Technology, 4
21 Nukuikitamachi Koganei‑shi Tokyo

1848795 Japan TEL 0423276240

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日

契約責任者
独立行政法人国立印刷局
小田原工場長 有田 久男

◎調達機関番号 562 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量

顕微フーリエ変換赤外分光光度計 一式
（電子入札対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年９月30日
 納入場所 研究所
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に消費税法及び地方税法の
規定に定められた税率により算出された金額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額のうち消費税及び地方消
費税に相当する額を除いた金額を入札書に記
載すること。
なお、入札書の金額欄には円までを記載す
ること。
 電子入札システムの利用 本案件は、入札
を電子入札システムで行う対象案件である。
なお、電子入札システムによりがたい場合
は、紙入札方式によることができる。
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２ 競争参加資格
 独立行政法人国立印刷局購買等契約細則
（以下「契約細則」という。）第６条第１項第
１号及び第２号の規定に該当しない者である
こと。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、購買
等契約からの排除要請があり、当該状況が継
続している者でないこと。
 契約細則第６条第２項に該当しない者であ
ること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）又は令和７・８・９年度
独立行政法人国立印刷局競争参加資格におい
て、業種区分が「物品の販売」であって「Ａ」
又は「Ｂ」の等級に格付された者、又は当該
競争参加資格を有しない者で、入札書の受領
期限までに競争参加資格審査を受け、競争参
加資格者名簿に登載され、当該区分及び当該
等級に格付された者であること。

６ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 入札参加を希望
する者で、書類審査のための書類を提出する
ときは、令和８年９月15日午後４時までに３
の場所まで提出しなければならない。
なお、開札日の前日までの間において契約
責任者から書類等に関し説明を求められた場
合には、これに応じなければならない。書類
等に関し説明の義務を履行しない者の入札書
は、落札決定の対象としない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び契約細則第15条第５
項に該当する入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。ただし、落札者となるべき
者の入札価格によっては、その者により当該
契約の内容に適合した履行がされないおそれ
があると認められるとき、又はその者と契約
を締結することが公正な取引の秩序を乱すこ
ととなるおそれがあって著しく不適当である
と認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち、最
低の価格をもって入札した者を落札者とする
ことがある。
 手続における交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。

３ 審査書類及び入札書の提出場所等
 審査書類及び入札書の提出場所、契約条項
を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合
せ先
〒2560816 神奈川県小田原市酒匂六丁目
２番１号 独立行政法人国立印刷局小田原工
場総務部会計課契約担当 梅原加奈子 電話
0465494024
 電子入札システムのＵＲＬ
独立行政法人国立印刷局電子入札システム
https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html

 競争参加申込期限 令和８年９月14日午後
４時
 入札書の受領期限 令和８年10月８日午後
４時
 開札の日時及び場所 令和８年10月９日午
前10時 独立行政法人国立印刷局小田原工場
第１会議室

４ 提出すべき審査書類
応札しようとする物品等の品質、規格及び特
性等が本仕様の要求要件を満たしていることを
明らかにした書類（カタログ等）。
５ 書類審査
４に示す審査書類を契約責任者が検討し、当
法人の使用目的に合致し、採用し得ると判断し
たものを採用可能とし、最終的に当該競争に参
加させるものとする。

７ Summary

 Contracting entity : Hisao Arita, Director

Odawara Plant, National Printing Bureau,

Incorporated Administrative Agency.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Fourier‑Transform Infrared

Spectrometer : 1 set

 Not come under Article 62 of the Na‑

tional Printing Bureau's regulation con‑

cerning the contract procedures.

 Have Grade A or B in terms of the

qualifications for participating in tenders

for Sales by the Ministry of Finance,

Japan (all ministries／agencies) in the fis‑

cal years 2025, 2026 and 2027 or the Na‑

tional Printing Bureau, Incorporated Ad‑

ministrative Agency, in the fiscal years

2025, 2026 and 2027.

 Time‑limit for tender : 4 : 00 P.M. 8 Octo‑

ber 2026

 Contact point for the notice : Kanako

Umehara, Accounting Division, General Af‑

fairs Department, Odawara Plant, National

Printing Bureau, Incorporated Administra‑

tive Agency, 621 Sakawa, Odawara‑

shi, Kanagawa 2560816 Japan TEL

0465494024

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding System

https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

財務部長 服部 雅彦
◎調達機関番号 804 ◎所在地番号 12
〇第 68 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 ＳＸイメージング
ビームライン用楕円偏光アンジュレータ真空
槽の整備 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札説明書による。
２ 競争参加資格
 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機
構契約事務取扱細則第10条の規定に該当しな
い者であること。ただし、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者については、この限
りでない。
 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機
構契約事務取扱細則第11条第１項の規定に該
当しない者であること。
 令和８年度に国の競争参加資格（全省庁統
一資格）を有している者であること。
なお、当該競争参加資格については、令和
８年３月31日付け号外政府調達第58号の官報
の競争参加者の資格に関する公示の別表に掲
げる申請受付窓口において随時受け付けてい
る。
 調達物品に関する迅速なアフターサービ
ス・メンテナンスの体制が整備されているこ
とを証明した者であること。
 当機構から取引停止の措置を受けている期
間の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒2638555 千葉市稲毛区穴川４９１
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機
構 財務部 契約課 電話0432063015
E‑mail：nyuusatsu̲qst@qst.go.jp

 Delivery deadline : 30 September 2027

 Delivery place : Reseach Institute

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 61 of the Na‑

tional Printing Bureau's regulation con‑

cerning the contract procedures.

Furthermore, minors, person under co‑

nservatorship, and person under Assis‑

tance, who have obtained the consent ne‑

cessary for concluding a contract, may

come under this qualification in cases in‑

volving special reasons within the said

article.
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 入札説明書の交付方法 本公告の日から入
札書受領期限の前日17時00分までの間におい
て上記３の交付場所にて交付する。また、
電子メールでの交付を希望する者は必要事項
（調達番号、件名、住所、社名、担当者所属
及び氏名、電話番号）を記入し３のアドレ
スに申し込むこと。ただし、交付は土曜、日
曜、祝日及び年末年始（12月29日～１月３日）
を除く平日に行う。
 入札説明会の日時及び場所 開催しない。
 入札書の受領期限 令和８年10月８日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月23日14
時00分 国立研究開発法人量子科学技術研究
開発機構 本部（千葉地区） 入札事務室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は開札日の前日
までの間において、当機構から当該書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約責任者が判断した入札者で
あって、国立研究開発法人量子科学技術研究
開発機構が作成した予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った入札
者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件が定められている場合は、十分理解した上
で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HATTORI Masahiko, Di‑

rector of Department of Financial Affairs,

National Institutes for Quantum Science

and Technology.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the product to be

manufacture : Manufacturing of a vacuum

chamber for an elliptical polarized undulat‑

or for an SX imaging beamline 1 set

 Delivery period : As shown in the tender

Documentation

 Delivery place : As shown in the tender

Documentation

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 10 of the Regu‑

lation concerning the Contract for Na‑

tional Institutes for Quantum Science and

Technology, Furthermore, minors, Per‑

son under Conservatorship or Person un‑

der Assistance that obtained the consent

necessary for concluding a contract may

be applicable under cases of special rea‑

sons within the said clause,

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

財務部長 服部 雅彦
◎調達機関番号 804 ◎所在地番号 12
〇第 69 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 テンダーＸ線ビーム
ライン用真空封止アンジュレータ用端部真空
槽の整備 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札説明書による。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒2638555 千葉市稲毛区穴川４９１
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機
構 財務部 契約課 電話0432063015
E‑mail：nyuusatsu̲qst@qst.go.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から入
札書受領期限の前日17時00分までの間におい
て上記３の交付場所にて交付する。また、
電子メールでの交付を希望する者は必要事項
（調達番号、件名、住所、社名、担当者所属
及び氏名、電話番号）を記入し３のアドレ
スに申し込むこと。ただし、交付は土曜、日
曜、祝日及び年末年始（12月29日～１月３日）
を除く平日に行う。
 入札説明会の日時及び場所 開催しない。
 入札書の受領期限 令和８年10月８日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月23日15
時00分 国立研究開発法人量子科学技術研究
開発機構 本部（千葉地区） 入札事務室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は開札日の前日
までの間において、当機構から当該書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。

Ｂ not come under Article 11 of the Re‑

gulation concerning the Contract for Na‑

tional Institutes for Quantum Science and

Technology,

Ｃ have qualification for participating in

tenders by Single qualification for every

ministry and agency during fiscal 2026

Ｄ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sales service and

maintenance for the procured products,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by National

Institutes for Quantum Science and Tech‑

nology.

 Time limit of tender : 5 : 00 PM, 8, Octo‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Contract

Section, National Institutes for Quantum

Science and Technology, 491 Ana‑

gawa, Inage‑ku, Chiba‑shi 2638555 JA‑

PAN (TEL. 0432063015,

E‑mail : nyuusatsu̲qst@qst.go.jp)

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機
構契約事務取扱細則第10条の規定に該当しな
い者であること。ただし、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者については、この限
りでない。
 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機
構契約事務取扱細則第11条第１項の規定に該
当しない者であること。
 令和８年度に国の競争参加資格（全省庁統
一資格）を有している者であること。
なお、当該競争参加資格については、令和
８年３月31日付け号外政府調達第58号の官報
の競争参加者の資格に関する公示の別表に掲
げる申請受付窓口において随時受け付けてい
る。

 調達物品に関する迅速なアフターサービ
ス・メンテナンスの体制が整備されているこ
とを証明した者であること。
 当機構から取引停止の措置を受けている期
間の者でないこと。
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 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約責任者が判断した入札者で
あって、国立研究開発法人量子科学技術研究
開発機構が作成した予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った入札
者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件が定められている場合は、十分理解した上
で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HATTORI Masahiko, Di‑

rector of Department of Financial Affairs,

National Institutes for Quantum Science

and Technology.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

manufacture : Manufacture of absorber

chambers for a tender X‑ray beamline 1 set

 Delivery period : As shown in the tender

Documentation

 Delivery place : As shown in the tender

Documentation

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 10 of the Regu‑

lation concerning the Contract for Na‑

tional Institutes for Quantum Science and

Technology, Furthermore, minors, Per‑

son under Conservatorship or Person un‑

der Assistance that obtained the consent

necessary for concluding a contract may

be applicable under cases of special rea‑

sons within the said clause,

Ｂ not come under Article 11 of the Re‑

gulation concerning the Contract for Na‑

tional Institutes for Quantum Science and

Technology,

Ｃ have qualification for participating in

tenders by Single qualification for every

ministry and agency during fiscal 2026

Ｄ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sales service and

maintenance for the procured products,

Ｅ not be currently under a suspension of

business order as instructed by National

Institutes for Quantum Science and Tech‑

nology.

 Time limit of tender : 5 : 00 PM, 8, Octo‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Contract

Section, National Institutes for Quantum

Science and Technology, 491 Ana‑

gawa, Inage‑ku, Chiba‑shi 2638555 JA‑

PAN (TEL. 0432063015,

E‑mail : nyuusatsu̲qst@qst.go.jp)

 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
国立研究開発法人理化学研究所
経理・調達本部 調達部長 坂庭 励

◎調達機関番号 814 ◎所在地番号 11
〇2026 第 34 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 超伝導量子ビット測
定用読み出し回路 一式
 調達案件の特質等 入札説明書及び仕様書
のとおり。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 国立研究開発法人理化学研究所
 入札方法 入札金額を記載した書類及び提
案に係る性能、機能等を記載した書類（以下
「入札書」という。）をもって申し込むこと。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記載
された金額に当該金額の10パーセントに相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満

の端数が生じた場合は、切り捨てた金額とす
る。）をもって落札価格とするので入札者は、
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった金額の110分
の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人理化学研究所契約事務取
扱細則第５条の規定に該当しない者であるこ
と。
 国立研究開発法人理化学研究所競争契約参
加資格又は国の競争参加資格（全省庁統一資
格）のいずれかにおいて2026年度に｢物品の
製造」又は「物品の販売」の「Ａ」、「Ｂ」又
は「Ｃ」の等級に格付けされている者である
こと。
 調達物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、問合わせ先
〒3510198 埼玉県和光市広沢２番１号
国立研究開発法人理化学研究所 経理・調達
本部調達部 和光調達第１課 田端悠久海
ＴＥＬ05034950624
 入札説明書の交付方法 令和８年８月18日
(火)から令和８年10月７日(水)までに、調達
情報公開システムによりダウンロードするこ
と。
 入札説明会の日時及び場所 なし
 入札書の受領期限 令和８年10月７日15時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月20日14
時00分 国立研究開発法人理化学研究所 本
部棟２Ｆ入札室３

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に求められる義務 この一般競争に
参加する者は、封印した入札書の他に本公告
に示した物品を納入できることを証明する書
類及び本研究所の交付する仕様書に基づく技
術審査資料を添付して入札書の受領期限まで

に提出しなければならない。なお、入札者は、
開札日の３日前までの間において、当該書類
に関し説明を求められた場合は、それに応じ
なければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札者に求められる
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札者を落札者
とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting entity : Rei Sakaniwa, Pro‑

curement Division Director, Fiscal Services

and Procurement Group, RIKEN.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Readout circuit for super‑

conducting qubits 1 set

 Delivery period : 26, Feb, 2027

 Delivery place : RIKEN.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall not come under Article 5

of the Regulation concerning the Contract

for RIKENhave the Grade A, Grade B or

Grade C qualifications during fiscal year

2026 in manufacturing or selling business

for participating in tenders by RIKEN, or in

tenders by Single qualification for every

ministry and agency prove to have pre‑

pared a system to provide rapid after‑sale

service and maintenance for the procured

products

 Time limit of tender : 3 : 00 PM, 7, Oct,

2026

 Contact point for the notice : Yukumi

Tabata, Wako Procurement Section I, Pro‑

curement Division, Fiscal Services and Pro‑

curement Group, RIKEN. 21, Hirosawa,

Wako‑shi, Saitama, 3510198, Japan, TEL

05034950624.
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４ その他
2026第34号に同じ。

〇2026 第 36 号
１ 調達内容
 購入等件名及び数量 精密イオンミリング
システム 一式
 納入期限 令和９年３月31日
、、及び 2026第34号に同じ。
２ 競争参加資格
2026第34号に同じ。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、問合わせ先
〒3510198 埼玉県和光市広沢２番１号
国立研究開発法人理化学研究所 経理・調達
本部 調達部 和光調達第１課 田中 樹
ＴＥＬ05035007733

 開札の日時及び場所 令和８年10月20日14
時30分 国立研究開発法人理化学研究所 本
部棟２Ｆ入札室３
、、及び 2026第34号に同じ。

５ Summary

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Precision ion Milling System 1

set

 Delivery period : 31, Mar, 2027

 Contact point for the notice : Itsuki

Tanaka, Wako Procurement Section I, Pro‑

curement Division, Fiscal Services and Pro‑

curement Group, RIKEN. 21, Hirosawa,

Wako‑shi, Saitama, 3510198, Japan, TEL

05035007733.

, , ,  and The same with the no‑

tice above No.34

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
契約担当役
国立研究開発法人理化学研究所
経理・調達本部 調達部長 坂庭 励

◎調達機関番号 814 ◎所在地番号 28
〇2026 神戸第 31 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 計算資源高度化のた
めの継続的ベンチマーキング基盤システム
一式

 調達案件の特質等 入札説明書及び仕様書
のとおり。
 納入期限 令和８年12月18日
 納入場所 国立研究開発法人理化学研究所
 入札方法 入札金額を記載した書類及び提
案に係る性能、機能等を記載した書類（以下
「入札書」という。）をもって申し込むこと。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記載
された金額に当該金額の10パーセントに相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数が生じた場合は、切り捨てた金額とす
る。）をもって落札価格とするので入札者は、
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった金額の110分
の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人理化学研究所契約事務取
扱細則第５条の規定に該当しない者であるこ
と。
 国立研究開発法人理化学研究所競争契約参
加資格又は国の競争参加資格（全省庁統一資
格）のいずれかにおいて令和８年度に「物品
の製造」又は「物品の販売」の「Ａ」、「Ｂ」
又は「Ｃ」の等級に格付けされている者であ
ること。
 調達物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、問合わせ先
〒6500047 兵庫県神戸市中央区港島南町
２２３ 国立研究開発法人理化学研究所
経理・調達本部 調達部神戸調達課 田中
裕大 電話0783063283

 入札説明書の交付方法 本公告の日から理
化学研究所調達情報ＨＰよりダウンロードす
ること。
 入札書の受領期限 令和８年10月16日15時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月20日15
時00分 国立研究開発法人理化学研究所 発
生・再生研究棟Ａ Ｓ101１

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構
千葉支部契約担当役支部長 山田 康之

◎調達機関番号 617 ◎所在地番号 12
１ 調達内容
 品目分類番号 13、14、24
 調達件名及び数量 マシニングセンタ（切
削加工検証システム）（高度訓練センター）一
式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年５月21日
 納入場所 仕様書による。
 入札方法
 入札金額は、総価を記載すること。
 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の10パーセントに相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約希望金額
の110分の100に相当する金額を入札書に記
載すること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に求められる義務 この一般競争に
参加する者は、封印した入札書の他に本公告
に示した物品を納入できることを証明する書
類及び本研究所の交付する仕様書に基づく技
術審査資料を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。なお、入札者は、
開札日の３日前までの間において、当該書類
に関し説明を求められた場合は、それに応じ
なければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札者に求められる
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札者を落札者
とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting entity : Rei Sakaniwa, Pro‑

curement Division Director, Fiscal Services

and Procurement Group, RIKEN.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Continuous Benchmarking

Platform for Advancing Computing Inf‑

rastructure 1 set

 Delivery period : 18, December,2026

 Delivery place : RIKEN

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall not come under Article 5

of the Regulation concerning the Contract

for RIKENhave the Grade A, Grade B or

Grade C qualifications during fiscal year

2026 in manufacture of product or sales

of product for participating in tenders by

RIKEN, or in tenders by Single qualifica‑

tion for every ministry and agency prove

to have prepared a system to provide rapid

after‑sale service and maintenance for the

procured products

 Time limit of tender : 3 : 00 PM, 16, Octo‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Yudai

Tanaka, Kobe Procurement Section, Pro‑

curement Division, Fiscal Services and Pro‑

curement Group, RIKEN. 223 Mi‑

natojima‑Minamimachi, Chuo‑ku, Kobe,

Hyogo, 6500047, Japan, TEL 078306
3283.
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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度における物品の製造・
販売等に係る競争契約の参加資格（以下「全
省庁統一資格」という。）の「物品の製造」又
は「物品の販売」のいずれかで「Ａ」、「Ｂ」
又は「Ｃ」等級に格付けされている者である
こと。
 その他独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構千葉支部契約担当役支部長が別に
定める資格を有することを証明した者である
こと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒2630004 千葉県千葉市稲毛区六方町

274番地 独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構千葉支部 総務課経理係 電話
0434224851

 入札説明書及び仕様書の交付方法 本公告
の日から入札書提出期限の日までの間（土日、
祝日を除く）に以下のとおり電子メールにて
交付する。なお、電子メール以外の方法にて
交付を希望する場合は３に問い合わせるこ
と。
 宛先はchiba-keiri@jeed.go.jpとするこ
と。
 件名は『「ND006 マシニングセンタ（高
度訓練センター）」入札説明書の交付依頼』
とすること。
 本文には、会社名、担当者名及び電話番
号を記入すること。

 入札書の提出期限 令和８年10月７日16時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年10月23日10
時00分 独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構千葉支部 会議室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この競争に参加
を希望する者は、封印した入札書のほかに必
要な証明書等を入札書の受領期限までに提出
しなければならない。また、開札日の前日ま
での間において必要な証明書等の内容に関す
る照会があった場合には、説明しなければな
らない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、入札に関する条件に違
反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者と決定する。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yasuyuki Yamada, Elder‑

ly／Disability／Job Seeker Employment

Support Organization Chiba Branch Man‑

ager

 Classification of the Products to be pro‑

cured : 13, 14, 24

 Nature and quantity of the services to be

required : Machining Center (Cutting Pro‑

cess Verification System) (Advanced Po‑

lytechic Center), 1 set

 Fulfillment period : As described in the

specification

 Fulfillment place : As described in the

specification

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting

 have Grade A, B or C Manufacture or

Sale in terms of the qualification for

participating in tenders specified by Sin‑

gle qualification for every ministry and

agency (in fiscal year 20252027)

 meet the qualification requirements

which may be specified the Japan Organi‑

zation for Employment of the Elderly,

Persons with Disabilities and Job Seekers

in charge of disbursement of the procur‑

ing entity

 Time limit for tender : 16 : 00, 7 October,

2026

 Contact point for the notice : The Con‑

tract Division, Accounting Department, Ja‑

pan Organization for Employment of the

Elderly, Persons with Disabilities and Job

Seekers, Chiba branch, 274 Roppocho, Ina‑

ge‑ku, Chiba‑shi, Chiba 2630004 Japan,

TEL 0434224851

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 127 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 極低温部素材評価用
パルスバイアス特性評価装置 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 入札説明書のとおり

 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」または「物品の販売」の
「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ
ている者であること。なお、全省庁統一資格
において、当該資格を有する者は、同等級に
格付けされているものとみなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 米川 大貴 電話05035223383
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
８月18日から令和８年９月１日まで 上記３
において交付する。
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 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年９月16日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年10月７日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年10月８日14
時 茨城県つくば市東１１１ 国立研究
開発法人産業技術総合研究所 中央事業所１
群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Pulsed Bias Characterization

System for Cryogenic RF Component 1 set

 Delivery period : February 26, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, October 7,

2026

 Contact point for the notice :

YONEKAWA Hiroki, Tsukuba Central 1,

Procurement Division, National Institute of

Advanced Industrial Science and Technol‑

ogy, 111 Higashi, Tsukuba, Ibaraki,

3058561 Japan. TEL 05035223383

〇産総第 128 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 極低温高周波部素材
評価用雑音パラメータ測定装置 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」または「物品の販売」の
「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ
ている者であること。なお、全省庁統一資格
において、当該資格を有する者は、同等級に
格付けされているものとみなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 米川 大貴 電話05035223383
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
８月18日から令和８年９月１日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年９月16日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部

 入札書の受領期限 令和８年10月７日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年10月８日14
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Cryogenic Noise Parameter

Measurement System for High‑frequency

Components 1 set

 Delivery period : February 26, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, October 7,

2026

 Contact point for the notice :

YONEKAWA Hiroki, Tsukuba Central 1,

Procurement Division, National Institute of

Advanced Industrial Science and Technol‑

ogy, 111 Higashi, Tsukuba, Ibaraki,

3058561 Japan. TEL 05035223383

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
契約職 国立研究開発法人建築研究所

理事長 福山 洋
◎調達機関番号 810 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 環境劣化促進試験装
置の更新業務 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 履行期限 令和９年３月17日
 履行場所 国立研究開発法人建築研究所
建築材料実験棟
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の100分の10に
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約希望金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人建築研究所契約業務取扱
規程第５条に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度の一般競争（指名競争）
参加資格（全省庁統一資格）「物品の製造」ま
たは「役務の提供等」のいずれかの関東・甲
信越地域の競争参加資格を有する者であるこ
と。
 会社更生法に基づき更生手続き開始の申立
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続き開始の申立がなされている者でない
こと。
 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
日までの期間に、国立研究開発法人建築研究
所理事長又は国土交通省国土技術政策総合研
究所長から指名停止を受けていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 業務実績の証明 予定管理技術者又は技術
審査申請書提出者は、次に示す類似業務のい
ずれかについて、平成28年４月１日以降に完
了した業務において、１件以上元請けで請け
負った実績を有する者であること。
類似業務
・環境劣化促進試験装置の設置
・環境劣化促進試験装置の更新

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
及び問い合わせ先
〒3050802 茨城県つくば市立原１番地
国立研究開発法人建築研究所総務部会計課契
約担当 小野塚 遼 電話0298790624
 入札説明書の交付方法、期限
 交付方法 本公告の日から上記３の交
付場所にて交付する。
 交付期限 令和８年９月18日(金)17時00
分

 入札書の提出期限
 持参の場合は、令和８年10月５日（月）
14時00分
 郵送の場合は、令和８年10月２日（金）
17時00分必着

 開札の日時及び場所 令和８年10月５日
(月)14時00分 国立研究開発法人建築研究所
総務部会計課入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
 この競争に参加を希望する者は、必要な
申請書及び資料を所定の提出期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
 開札の前日までの間において必要な申請
書及び資料の内容に関する契約職からの照
会があった場合には、説明しなければなら
ない。

 入札の無効 競争に参加する資格のない者
のした入札及び入札の条件に違反した入札は
無効とする。
 落札者の決定方法 国立研究開発法人建築
研究所契約業務取扱規程第26条の規定に基づ
いて作成された予定価格の制限の範囲内で、
最低価格をもって有効な入札を行った者を落
札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低価格をもっ
て入札した者を落札者とすることがある。
 契約書作成の要否 要
 入札回数 原則として２回を限度とする。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting Entity : Hiroshi Fukuyama,

President of the Building Research Institute

 Classification of the services to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the services to be

required : Replacement of the Accelerated

Environmental Degradation Test Chamber

1 set

 Fulfillment period : Until March 17, 2027

 Fulfillment place : Architectural Re‑

search Institute, Building Materials Testing

Building

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract Affairs of Buil‑

ding Research Institute.

 have qualification in Manufacturing

of products or Provision of services for

participating in tenders (Single qualifica‑

tion for every ministry and agency) for

FY2025, FY2026 and FY2027 in Kanto

Koushinetsu area.

 A supplier who has given a request to

commence a reorganization procedure

based on the Corporate Reorganization

Act, or who has given a request to com‑

mence a reorganization procedure based

on the Civil Rehabilitation Act, cannot

participate in this tendering procedure.

 Not be under suspension of nomination

by President of the Building Research In‑

stitute or Director General of National

Institute for Land and Infrastructure Ma‑

nagement from Timelimit for the tender

to Bid Opening.

 Not under a condition which a police

have requested elimination from a public

undertaking of Ministry Land, Infrast‑

ructure, and Transport, as related to or‑

ganized crime groups, which substantial‑

ly take over its management or which is

equivalent to this condition.

 Proof of Work Performance

The schedule management engineer or

the applicant submitting the technical re‑

view must have at least one track record

as the main contractor in any of the fol‑

lowing similar works completed after

April 1, 2016.

Similar works :

‑ Installation of environmental degrada‑

tion acceleration testing equipment

‑ Renewal of environmental degradation

acceleration testing equipment
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 Timelimit of tender : 14 : 00 5 October,

2026

 Contact Point for the notice : Ryo

Onozuka, Contracting Section, Accounting

Division, Department of General Affairs,

Building Research Institute. 1 Tachihara,

Tsukuba City Ibaraki Prefecture, 305
0802 Japan TEL 029879062

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
契約担当者
独立行政法人自動車技術総合機構

理事長 杉山 徹
◎調達機関番号 619 ◎所在地番号 13
〇第 17 号
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 購入等件名及び数量 令和８年度可視光線
透過率測定器の購入
 調達件名の仕様 仕様書による。
 納入期限 仕様書による。
 納入場所 仕様書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10％に相当す
る額を加算した金額（１円未満切り捨て）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の110分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。

２ 競争参加資格
 令和７年度・令和８年度・令和９年度一般
競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の製造」
又は「物品の販売」に関して「Ｂ」等級以上
に格付けされていること。
 その他は入札説明書による。
 本調達に係る入札説明書、仕様書等を受領
しない者は入札に参加できない。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 国土交通省大臣官房会計課から指名停止措
置を受けている期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1600003 東京都新宿区四谷本塩町４
41 住友生命四谷ビル４階 独立行政法人自
動車技術総合機構 総務部会計課
電話0353633443
メール nyusatsu-honbu@naltec.go.jp

 入札説明会の日時及び場所 実施しないも
のとする。但し、独立行政法人自動車技術総
合機構において本公告の日から令和８年９月
25日（金）の土日祝日を除いた期間において
仕様書等必要書類を配布する。
 開札の日時及び場所 令和８年９月29日
（火）14時00分

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 独占禁止法に違反する行為があった場合の
措置 独占禁止法に違反する行為があった場
合は、入札は無効となり、契約締結後にあっ
ては、損害賠償金の請求を行うとともに契約
を解除することがある。
 入札の無効 入札説明書による
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 最低価格落札方式
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : SUGIYAMA Toru, Presi‑

dent, National Agencey for Automobile and

Land Transport Technorogy.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 16

 Nature and quantity of the service to be

required : Purchase of a visible light trans‑

mittance measuring device for Fiscal Year

2026, 1 Set.

 Nature and quantity of the services to be

purchased : as per the specifications.

エ 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立をした者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立をした者。ただし、
更生手続又は再生手続の終結の決定を受け
た者を除く。

 Delivery period : as per the specifica‑

tions.

 Delivery place : as per the specifications.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligiblefor

participating in the proposed tendersare

those who shall : Have a Grade or higher B

in manufacturing of products or sales of

product in terms of qualification for par‑

ticipating in general competition (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy) in the fiscal year 2025, 2026 and 2027.

Others are based on a bid description.

 Contact point for the notice : National

Agency for Automobile and Land Trans‑

port Technology, 4F Sumitomoseimei

Yotuya Building 441 Yotsuyahonshiocyo

Shinjukuku Tokyo 1600003 Japan. The

accounts section TEL 0353633443

Mail nyusatsu-honbu@naltec.go.jp

 Time limit of tender : 2 : 00 PM 29 Sep‑

tember 2026

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
契約責任者
株式会社ゆうちょ銀行
金沢貯金事務センター所長 北出 靖彦

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 17
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 競争に付する事項 ゆうちょ総合情報シス
テムの金沢貯金事務センターにおけるオペ
レーションの委託
 調達案件の仕様書等 仕様書による。
 履行期間 令和９年１月４日から令和14年
１月31日まで
 履行場所 株式会社ゆうちょ銀行金沢貯金
事務センター
 入札・開札の日時及び場所 令和８年10月
26日午前10時00分 金沢貯金事務センター相
談室４

２ 競争参加資格
 下記ア、イ、ウ、エ及びオに該当しない者
であること。
ア 当該契約を締結する能力を有しない者及
び破産者で復権を得ない者。ただし、制限
行為能力者であって契約締結のために必要
な同意を得ている者を除く。
イ 下記各号の一に該当すると認められる者
でその事実があった後２年間を経過してい
ない者。代理人、支配人その他の使用人と
して使用する者についても同様とする。
 契約の履行にあたり故意に工事若しく
は製造を粗雑にし、又は物品の品質若し
くは数量に関して不正の行為をした者
 公正な競争の執行を妨げた者、又は公
正な価格を害し若しくは不正な利益を得
るために連合した者
 競争の参加を妨げ、又は契約の締結若
しくは履行を妨げた者
 監督又は検査に際し職務の執行を妨げ
た者
 正当な理由がなくて契約を履行しな
かった者
 その他、会社に損害を与えた者
ウ 次の各号のいずれかに該当すると認めら
れるもので、その事実があった後、１年を
経過していない者。代理人、支配人その他
の使用人として使用する者についても同様
とする。
 公共機関の職員に対して行った贈賄の
容疑により公訴を提起された者
 公共機関が発注した契約に関し、談合
又は競売入札妨害の容疑により公訴を提
起された者
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オ 前各号に掲げる者のほか、反社会的勢力
と認められる者。なお、反社会的勢力とは、
暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった
時から５年を経過しない者、暴力団準構成
員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動
等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団、そ
の他これらに準ずる者等の属性要件のほ
か、次に掲げる行為を行う者をいう。
 暴力的な要求行為
 法的な責任を超えた不当な要求行為
 取引に関して、脅迫的な言動をし、又
は暴力を用いる行為
 風説を流布し、偽計を用い又は威力を
用いて当社の信用を毀損し、又は当社の
業務を妨害する行為
 からに準ずる行為

 株式会社ゆうちょ銀行における取引先資格
審査において、資格を有すると認められた者
又は総務省競争参加資格（全省庁統一資格）
を有する者であること。

３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている証明書等を令和８年10月８日午後
５時までに下記５に示す場所に提出しなければ
ならない。提出された証明書を審査の結果、当
該事項を履行できると認められた者に限り、入
札の対象者とする。なお、提出した証明書等に
ついて説明を求められたときは、これに応じな
ければならない。
４ 入札説明会の日時
令和８年８月26日午前10時に金沢貯金事務セ
ンター相談室４で開催するので、出席を希望す
る者は出席予定者を令和８年８月21日午後１時
までに下記５に示す場所に書面で連絡するこ
と。
５ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問合せ先 〒9208794 石川県金沢市尾山
町10番２号 株式会社ゆうちょ銀行金沢貯金事
務センター総務課会計・総括担当 担当 山本
誠記 電話0762314466

６ その他
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な条件を満たさない者の入札及び入札の条
件に違反した入札

 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書作成の要否 要
 株式会社ゆうちょ銀行取引先資格審査申請
書の提出 参加条件を満たさない者で入札を
希望する者は、当社所定の審査申請書に必要
事項を記入の上、上記５に示す場所へ提出す
ること。なお、申請の時期によっては本件入
札に間に合わない場合がある。
 入札書の記載方法 落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の
10％に相当する額を加算した額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数を切
り捨てた金額）をもって落札価格とするので、
入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。
 落札者の決定方法 入札説明書で指定する
性能等の要件のうち必須とした要件について
の基準をすべて満たしている提案をした入札
者であって、予定価格の範囲内で有効な入札
を行った入札者の中から、入札説明書で定め
る総合評価落札方式をもって落札者を決定す
る。

７ Summary

 Contracting entity : Yasuhiko Kitade, Di‑

rector General of Kanazawa Postal Savings

Operation Center, JAPAN POST BANK

Co., Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Commission such as operation of

Center‑System in Information Control Cen‑

ter

 Fulfillment Period : From 4 January 2027

through 31 January 2032

 Fulfillment Place : Kanazawa Postal Sa‑

vings Operation Center

 Time limit for tender : 5 : 00 PM 8 Octo‑

ber 2026

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall have been qualified through

the examination of qualifications by JA‑

PAN POST BANK Co., Ltd. for participat‑

ing in tenders for manufacturing or pur‑

chasing equipment.

 Contact point for the notice : Seiki Ya‑

mamoto, general affairs section, Kanazawa

Postal Savings Operation Center of JAPAN

POST BANK Co., Ltd. 102 Oyamacho,

Kanazawa city, Ishikawa Pref. 9208794

Japan. TEL 0762314466

入札公告の取消

令和８年８月 18 日
支出負担行為担当官
東京出入国在留管理局長 西山 良

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
令和８年７月16日（号外政府調達第131号）１

ページ２段目掲載の入札公告「成田国際空港第１
旅客ターミナルビル及び第２旅客ターミナルビル
における共同キオスク案内等業務委託契約 一
式」を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
本公告は、インターネットの入札情報サービス
（ＰＰＩ）［https://www.i-ppi.jp/］に掲載されて
います。
令和８年８月 18 日

支出負担行為担当官
北陸地方整備局長 植田 雅俊

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ８・９能越道 山ノ上地区外道
路改良その６工事（電子入札対象案件）（電子
契約対象案件）
 工事場所 石川県輪島市山ノ上町地先から
市ノ瀬町地先

 工事内容
道路改良
路体盛土工 12300
土質改良工 17250
補強盛土工 4298
地山補強土工 １式
石・ブロック積（張）工 １式
現場打函渠工 ３基
地下水排除工 １式
排水構造物工 １式
舗装工 2055
防護柵工 １式
構造物撤去工 １式
仮設工 １式

 工期 工事の始期から406日間（ただし、
令和９年２月19日（工事着手期限）までに工
事を開始すること。なお、工事の開始とは工
事の始期をいう。）
 工事の実施形態
１）本工事は、入札時に施工方法等の提案を
受け付け、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する施工体制確認
型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。
２）本工事は、一次審査の審査評価点の合計
が上位10者（ただし、10者目の審査評価点
と同点の者が複数いる場合は、その全ての
者を含む。）以外の競争参加者による入札は
無効とする段階的選抜方式の適用工事であ
る。
３）本工事は、令和６年３月13日付け国土交
通本省の事務連絡「令和６年能登半島地震
に係る「総合評価落札方式における賃上げ
を実施する企業に対する加点措置につい
て」の取扱いについて」に基づき、賃上げ
を実施する企業に対する加点措置を行わな
い工事である。
※通知については、北陸地方整備局ホー
ムページを参照：https://www.hrr.mlit.

go.jp/gijyutu/sougouchinage/index.html

４）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事
である。ただし、総合評価に係る技術提案
の範囲は対象としない。



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５）本工事においては、資料の提出及び入札
等を電子入札システムにより行う。なお、
電子入札システムにより難いものは、発注
者の承諾を得て紙入札方式に代えることが
できる。紙入札方式の承諾に関しては、下
記５の担当部局に承諾願を提出するこ
と。
６）本工事は、契約手続に係る書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工
事である。なお、電子契約システムにより
難いものは、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えることができる。紙契約方式の承
諾に関しては、下記５の担当部局に紙契
約方式承諾願を提出すること。
７）本工事は、「建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務づけられた
工事である。
８）本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後、受
発注者間の協議により総価契約の内訳とし
て単価等を合意することとする。
なお、本方式の実施にあたっては、「総価
契約単価合意方式実施要領」及び「総価契
約単価合意方式実施要領の解説」に基づき
行うものとする。
また、実施方式については、受注者の希
望により、単価等を個別に合意する方式（以
下「単価個別合意方式」という。）又は単価
を包括的に合意する方式（以下「包括的単
価個別合意方式」という。）を選択できるも
のとし、「包括的単価個別合意方式」を選択
する場合は、契約締結後、契約担当課から
送付される「包括的単価個別合意方式希望
書」を契約締結後14日以内に契約担当課へ
提出すること。なお、協議開始の日から14
日以内に「単価個別合意方式」による協議
が整わない場合は、「包括的単価個別合意方
式」にて行うものとする。
９）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ土工、
ＩＣＴ中層混合処理工、発注者指定型）の
対象工事である。

10）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ擁壁
工、ＩＣＴ舗装工、施工者希望Ⅱ型）の対
象工事である。
11）本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事（発
注者指定型）である。
12）本工事は、主任技術者又は監理技術者を
専任で補助する技術者（以下「専任指導者」
という。）を工事契約後に配置することがで
きる試行工事である。
13）本工事は、受注者が新技術を選定したう
えで活用を図る施工者選定型の新技術活用
工事である。
14）本工事は、発注者が提示するテーマに即
した複数の新技術のうち、受注者が１技術
を選択したうえで活用を図る新技術活用工
事である。
15）本工事は、発注者が示した工事着手期限
までの間で、受注者が工事の始期を任意に
設定することができる余裕期間（任意着手
方式）工事である。
16）本工事は、熱中症対策に資する現場管理
費の補正を行うことができる試行工事であ
る。
17）本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
18）本工事は、受注者の発案による施工手順
の工夫等の創意工夫による生産性向上の取
組みを推進する「生産性向上チャレンジ」
の試行対象工事である。
19）本工事は、建設キャリアアップシステム
義務化モデル工事の試行対象工事である。
20）本工事は、受注者の協力の下、下請業者
への賃金の支払いや適正な労働時間確保に
関し、賃金・労働時間・労務費の実態を調
査する試行工事（受注者希望方式）である。
21）本工事は、契約変更手続きの透明性を確
保するため、契約変更前に必要に応じて第
三者による適正性チェックを実施する試行
工事である。
22）本工事は、「令和８年度 能登半島地震の
被災地（石川県）で適用する施工パッケー
ジ型積算方式 標準単価表」および「能登

半島地震の被災地で適用する土木工事標準
歩掛」を用いた積算方式の試行対象工事で
ある。
23）本工事は、労務費見積尊重宣言の取り組
みを行う試行工事である。
24）本工事は、契約締結後に「新たな施工技
術等の活用とＰＲに関する工夫」を求める
対象工事である。内容の詳細は、特記仕様
書によることとする。

２ 競争参加資格
下記に掲げる一次審査に係る評価の結果に
より競争参加資格を満たす者について、入札へ
の参加を認める。
 一次審査 次の１）から16）の要件を満た
している者により構成される地域維持型建設
共同企業体であって、「競争参加者の資格に関
する公示」（令和８年８月18日付け北陸地方整
備局長）に示すところにより北陸地方整備局
長から「Ｒ８・９能越道 山ノ上地区外道路
改良その６工事に係る地域維持型建設共同企
業体」としての競争参加資格の認定を受けて
いる者（以下「地域ＪＶ」という。）、又は次
の１）から16）の要件を満たしている単体有
資格業者（以下「単体」という。）及び経常建
設共同企業体（以下「経常ＪＶ」という。）で
あり、企業の技術力について記載した申請書
及び資料を提出した者で、企業の技術力評価
の評価点合計が高い順に10者を選抜する。（た
だし、10者目の審査評価点と同点の者が複数
いる場合は、その全ての者を含む。）
また、国内実績のない外国籍企業が国外で
の施工実績により参加する場合、審査後、北
陸地方整備局総合評価審査委員会において確
認のうえ10者に追加して選抜するかどうかを
決定する。
１）予算決算及び会計令（以下「予決令」と
いう。）第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
２）北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することを除く。）における令和７・８年度
一般競争参加資格者で一般土木工事の認定
を受けていること（会社更生法（平成14年
法律第154号）に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法（平

成11年法律第225号）に基づき再生手続開
始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、北陸地方整備局長が別
に定める手続に基づく一般競争参加資格の
再認定を受けていること。）。
３）北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することを除く。）における令和７・８年度
一般土木工事に係る一般競争参加資格の認
定の際に客観的事項（共通事項）について
算定した点数（経営事項評価点数）が
1200点以上であること。ただし、地域Ｊ
Ｖのうち代表者以外の構成員にあっては、
経営事項評価点数については求めない。
４）会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者、又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者（上記２）の再認定を受けた者を除く。）
でないこと。
５）地域ＪＶ（登録申請中含む。）にあっては、
構成員について、１者以上は発注工事に対
応する建設業種の許可を受けている本店が
石川県内にあること。
６）平成23年度以降に元請として完成した工
事で、下記⒜の要件を満たす工事の施工実
績を有すること。なお、経常ＪＶにあって
は全ての構成員がこの施工実績を有してい
ること。地域ＪＶにあっては構成員のうち
１社がこの施工実績を有していればよい。
元請として完成した工事については、海外
インフラプロジェクト技術者認定・表彰制
度により認定された工事も施工実績に含む
ものとする。ただし、大臣官房官庁営繕部
又は地方整備局（港湾空港関係事務に関す
ることを除く。）所掌の工事に係るものに
あっては、評定点が65点未満のものを除く。
⒜ 現場打ち函渠の工事の施工実績を有す
ること。

７）建設共同企業体の構成員としての実績
は、出資比率が特定建設工事共同企業体（以
下「特定ＪＶ」という。）、地域ＪＶ及び異
工種建設工事共同企業体（以下「異工種Ｊ
Ｖ」という。）にあっては均等割の10分の６
以上、経常ＪＶにあっては20％以上のもの
に限る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、異工
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種ＪＶ及び経常ＪＶにおける乙型共同企業
体としての実績は、協定書の分担工事の実
績のみ同種工事の施工実績として認める。
８）同一の企業が、単体、地域ＪＶ及び経常
ＪＶのうち複数の形態をもって同一の入札
に同時に参加することは認めない。
９）次に掲げる基準を満たす主任技術者、又
は監理技術者を本工事に配置できること。
また、本工事は、受注者が工事の始期を
発注者が指定する工事着手期限までの間で
設定することができる工事であり、契約締
結日の翌日から工事の始期までの間は、主
任技術者又は監理技術者の配置を要せず、
工事の始期以降に配置できること。
⒜ １級土木施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。
⒝ 平成23年度以降に、元請として完成し
た上記６）に掲げる要件を満たす工事の
施工経験を有すること（建設共同企業体
の技術者としての経験は、所属する構成
員の出資比率が特定ＪＶ、地域ＪＶ及び
異工種ＪＶにあっては均等割の10分の６
以上、経常ＪＶにあっては20％以上のも
のに限る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、
異工種ＪＶ及び経常ＪＶにおける乙型共
同企業体の技術者としての経験は、協定
書の分担工事の実績のみ同種工事の施工
経験として認める。）。なお、地域ＪＶ及
び経常ＪＶにあっては、構成員のうち１
社の主任技術者又は監理技術者が上記
６）に掲げる要件を満たす工事の施工経
験を有していればよい。
元請として完成した上記６）に掲げる
要件を満たす工事については、海外イン
フラプロジェクト技術者認定・表彰制度
により認定された工事も施工経験に含む
ものとする。
ただし、大臣官房官庁営繕部又は地方
整備局（港湾空港関係事務に関すること
を除く。）所掌の工事に係る経験である場
合にあっては、評定点が65点未満のもの
を除く。

⒞ 監理技術者にあっては、監理技術者資
格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者であること。
⒟ 本工事は、工事契約後、配置予定の主
任技術者又は監理技術者を専任指導者と
して配置することができる試行工事であ
り、専任指導者として配置する場合は、
工事契約後10日以内（土日祝日を除く）
に監督職員に申し出なければならない。
また、専任指導者として配置することに
より、新たに配置することになる主任（監
理）技術者は下記又はの施工経験を
有すること（建設共同企業体の技術者と
しての経験は、所属する構成員の出資比
率が特定ＪＶ、地域ＪＶ及び異工種ＪＶ
にあっては均等割の10分の６以上、経常
ＪＶにあっては20％以上のものに限る。
また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、異工種ＪＶ
及び経常ＪＶにおける乙型共同企業体の
技術者としての経験は、協定書の分担工
事の実績のみ同種工事の施工経験として
認める。）。
 前記⒝の要件を満たす者。
 令和３年度以降に、国土交通省の北
陸を含む８地方整備局（港湾空港関係
事務に関することを除く。）所掌の工事
の主任（監理）技術者若しくは現場代
理人としての施工経験があること（配
置予定の主任（監理）技術者の代要件）。
ただし、契約工期（技術者の配置が不
要な期間を除き、土曜日、日曜日、そ
の他休日を含む。）の１／２以上に従事
していること。また、当該施工経験の
工事の評定点が65点未満のものを除
く。

⒠ 本工事は、建設業法第26条第３項第２
号の場合の監理技術者（以下「専任特例
２号の場合の監理技術者」という。）の配
置は認めない。

10）地域ＪＶにあっては、全ての構成員が、
発注工事に対応する建設業法の許可業種に
係る監理技術者又は国家資格を有する主任
技術者を工事現場に専任で配置できるこ
と。ただし、土木工事業の許可を有する構

成員で、一般土木工事の工事種別において
構成員の中で最も上位の等級を有する有資
格者が当該許可業種に係る監理技術者又は
主任技術者を専任で配置する場合は、他の
構成員の設置する技術者の専任を求めない
ものとするが、上記９）の施工経験は専任
で配置する技術者が有すること。
11）一次審査の競争参加資格確認申請書（以
下「申請書」という。）及び競争参加資格確
認資料（以下「資料」という。）の提出期限
日から開札の時までの期間に、北陸地方整
備局長から工事請負契約に係る指名停止等
の措置要領（昭和59年３月29日付け建設省
厚第91号）に基づく指名停止の措置を受け
ていないこと。
12）上記１に示した工事に係る設計業務等
の受託者又は当該受託者と資本若しくは人
事面において関連がある建設業者でないこ
と。
13）入札に参加しようとする者の間に、資本
関係又は人的関係がないこと。
14）警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注の公共事業等からの排
除要請があり、当該状態が継続している者
でないこと。
15）過去に調査基準価格を下回った価格を
もって契約し、工事成績評定が60点未満の
工事成績評定通知書を通知された者は、そ
の通知日から下記５１）の申請書の提出
期限日までの期間が１年を経過しているこ
と（建設共同企業体の構成員としての実績
は、出資比率が特定ＪＶ、地域ＪＶ及び異
工種ＪＶにあっては均等割の10分の６以
上、経常ＪＶにあっては20％以上のものを
対象とする。）。
16）入札に参加しようとする者の代表者又は
代理権限のある名義人のＩＣカードによ
り、電子入札システムから入札説明書及び
全ての配付資料（変更分を含む。）をダウン
ロードした者又は下記５４）に指定する
方法で交付を受けた者であること。

 二次審査 発注者から上記に掲げる競争
参加資格があると認められて選抜された者
は、下記５２）の期間内に技術提案に係る
施工計画を提出すること。

３ 総合評価に関する事項
 本工事の総合評価に関する評価項目は以下
のとおりである。
１）施工体制
⒜ 品質確保の実効性
⒝ 施工体制確保の確実性
２）技術提案
⒜ 現場打函渠工の品質確保に関する工夫
⒝ 能登地域の復旧復興への配慮に関する
工夫
⒞ 配置予定技術者のヒアリング
・技術提案の理解度
・施工上配慮すべき事項の適切性

 総合評価の方法
１）標準点 本工事について、入札説明書等
に記載された要求要件を実現できるとされ
た場合には、標準点100点を与える。
２）施工体制評価点及び加算点 上記に示
す各項目を評価し、施工体制評価点及び加
算点を与える。
３）評価値 価格及び価格以外の要素として
提示された性能等に係る総合評価は、予定
価格の制限の範囲内の入札参加者につい
て、上記１）及び２）により得られる標準
点、施工体制評価点及び加算点の合計を、
当該入札者の入札価格で除して得た値（以
下「評価値」という。）をもって行う。
標準点＋施工体制評価点＋加算点＝100点
＋施工体制評価点＋加算点
評価値＝（標準点＋施工体制評価点＋加算
点）／入札価格

 配置予定技術者のヒアリング 配置予定技
術者を対象とした技術提案の理解度を評価す
るヒアリングを実施する予定である。
 施工体制確認のためのヒアリングの実施
入札書等（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。


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 落札者の決定方法
１）入札参加者は、次のからの要件に該
当する者のうち、上記によって算出され
た評価値の最も高い者を落札者とする。た
だし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされない恐れがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととな
る恐れがあって著しく不適当であると認め
られるときは、予定価格の制限の範囲内で、
発注者の定める最低限の要求要件を全て満
たして入札した他の者のうち、評価値の最
も高い者を落札者とすることがある。
 入札価格が、予定価格の制限の範囲内
であること。
 技術提案が最低限の要求要件（標準案）
を満たしていること。
 評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値（以下「基準評価値」と
いう。）に対して下回らないこと。

２）上記１）において、評価値が最も高い者
が２者以上いるときは、電子入札システム
内の電子くじにおいて落札者を決定する。

４ 実施上の留意事項
 実際の施工に際しては、技術提案採否結果
通知書に記載された「技術提案に係る施工計
画」以上の施工を行うものとする。
受注者の責めにより、当該「技術提案に係
る施工計画」以上の施工が行われない場合は、
以下の取扱いを行う。
１）工事成績評定点の減点措置
２）違約金の徴収
 施工条件の変更、災害等、受注者の責めに
帰さない事由により、当該「技術提案に係る
施工計画」に影響を及ぼす場合の取扱いは、
発注者と受注者とが協議して決定するものと
する。
 技術資料についてヒアリングを実施する場
合がある。その場合の日時・方法等必要事項
は別途通知する。

 競争参加確認通知及び一次審査結果通知に
ついては、巻末資料「本入札手続に係る期間
等」に示す日までに電子入札システムにて
通知する。ただし、書面により提出されたも
のに対しては書面により通知する。
 二次審査における技術提案に係る施工計画
の採否については、巻末資料「本入札手続に
係る期間等」に示す日までに電子入札シス
テムにて通知する。その際、技術提案が適正
とされなかった場合はその理由を付して通知
する。

５ 入札手続等
 担当部局 〒9508801 新潟県新潟市中央
区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2527
 入札説明書等の交付期間 入札説明書等
（文書類、数量総括表、図面、申請様式等）
は、電子入札システムからダウンロードする
ことにより交付する。運用及び操作の詳細に
ついては下記１）のアドレスを参照のこと（マ
ニュアルのリンク先がある。）。
なお、書面による交付を希望する場合は、
下記２）に電話又は電子メールにより申し込
むこと。ただし、電子メールによる場合は着
信確認を行うこと。
１）アドレス：https://www.e-bisc.go.jp/
２）交付場所：北陸地方整備局総務部契約課
契約係 〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 電話0252808880 電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

３）交付期間：巻末資料「本入札手続に係る
期間等」のとおり。
４）書面による交付方法：上記３）の期間内
に必着で、切手を貼付した返信用封筒及び
ＣＤ等を同封し、上記２）へ郵送又は託送
すること。ＣＤ等に複製したものを折り返
し託送する（窓口交付は行わない。）。

 申請書及び資料の作成及び提出方法 申請
書及び資料は、入札説明書に示す様式及び留
意事項に基づき作成し、電子入札システムで
提出すること。
ただし、資料の提出にあたっては、資料の
容量が10ＭＢを超える場合及び発注者の承諾
を得て紙入札方式とする場合は、原則として

次の受付期間内に必着で、受付場所に１部郵
送（書留郵便に限る。）、託送（書留郵便と同
等のものに限る。）又は電子メール（添付する
ファイル容量は10ＭＢ以下とする。）により提
出するものとする（電子入札運用基準参照。）。
なお、電子メールによる場合は、電子メール
送信後、必ず着信確認を行うこと。
１）一次審査の申請書及び資料の提出
ア）電子入札システムによる受付期間：巻
末資料「本入札手続に係る期間等」の
とおり。
イ）郵送、託送又は電子メールによる受付
期間：巻末資料「本入札手続に係る期間
等」のとおり。
受付場所：北陸地方整備局総務部契約
課契約係 〒9508801 新潟県新潟市中
央区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同
庁舎１号館 電話0252808880（代表）
内線2527 電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

２）二次審査の申請書及び資料の提出
ア）電子入札システムによる受付期間：巻
末資料「本入札手続に係る期間等」の
とおり。
イ）郵送、託送又は電子メールによる受付
期間：巻末資料「本入札手続に係る期間
等」のとおり。
受付場所：北陸地方整備局総務部契約
課契約係 〒9508801 新潟県新潟市中
央区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同
庁舎１号館 電話0252808880（代表）
内線2527 電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
提出期間：巻末資料「本入札手続に係る期間
等」のとおり。
提出場所：〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2527
持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間内
必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに
限る。提出期間内必着。）により提出するこ
と。

 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。ただし、発注者の承諾を
得た場合は紙により持参すること。郵送、託
送又は電送による入札は認めない。入札書提
出期限は次のとおりとする。
１）電子入札システムによる入札の締め切り
は、巻末資料「本入札手続に係る期間等」
のとおり。
２）紙による持参の場合の締め切りは、巻末
資料「本入札手続に係る期間等」のとお
り。提出先は、北陸地方整備局総務部契約
課契約係。
開札の日時は、巻末資料「本入札手続に
係る期間等」のとおり。場所は、北陸地
方整備局１階入札室にて行う。

 設計業務成果等の閲覧 本工事において
は、設計業務成果を閲覧することができる。
なお、閲覧に係わる詳細は入札説明書によ
る。

６ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は銀行
等の保証（取扱官庁 北陸地方整備局）を
もって入札保証金の納付に代えることがで
きる。また、入札保証保険契約の締結を行
い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。
２）契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は金融
機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官
庁 北陸地方整備局）をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共
工事履行保証証券による保証を付し、又は
履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
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 契約締結後の技術提案 契約締結後、受注
者は設計図書に定める工事目的物の機能、性
能等を低下させることなく請負代金額を低減
することを可能とする施工方法等に係る設計
図書の変更について、発注者に提案すること
ができる。提案が適正とされた場合には、設
計図書を変更し、必要があると認められる場
合には請負代金額の変更を行うものとする。
詳細は特記仕様書等による。
 低入札価格調査を受けた者との契約につい
ては別冊契約書案第35条第１項中「10分の４」
を「10分の２」とし、第５項、第６項及び第
７項もこれに準じて割合変更する。
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、Ｃ
ＯＲＩＮＳ等により配置予定の主任技術者、
監理技術者等の専任性及び要件違反の事実が
確認された場合は、契約を結ばないことがあ
る。なお、種々の状況からやむを得ないもの
として承認された場合の外は、配置予定技術
者の変更は認められない。
 調査基準価格を下回った価格をもって契約
する場合においては、主任技術者、監理技術
者等とは別に主任技術者、監理技術者と同等
の要件を満たす技術者を配置すること。
また、工事契約後に専任指導者を配置する
場合は当該技術者との兼務も認めない。なお、
当該技術者及び監理技術者等と、現場代理人
の兼務は認めない。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約し、工事成績評定が60点未
満となった場合は、工事成績評定通知書の通
知日から１年間、国土交通省北陸地方整備局
（港湾空港関係事務に関することを除く。）が
発注する工事の入札参加を認めない（建設共
同企業体の構成員としての実績は、出資比率
が特定ＪＶ、地域ＪＶ及び異工種ＪＶにあっ
ては均等割の10分の６以上、経常ＪＶにあっ
ては20％以上のものを対象とする。）。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、受注
者は工事コスト調査に協力しなければならな
い。なお、工事コスト調査については、内訳
及び低入札価格調査資料との整合等を分析し
た後、発注者において公表する。

 契約書作成の要否 要。
 本工事において、中間前金払に代わり、既
済部分払を選択した場合には、短い間隔で出
来高に応じた部分払や設計変更協議を実施す
る「出来高部分払方式」を採用する。
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２２）に掲げる一般競争参加
資格の認定を受けていない者も上記５によ
り申請書及び資料を提出することができる
が、競争に参加するためには、開札の時にお
いて、当該一般競争参加資格の認定を受け、
かつ、競争参加資格の確認を受けていなけれ
ばならない。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８
年３月31日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が地域Ｊ
Ｖ又は経常ＪＶである場合においては、その
代表者。）の本店所在地（日本国内に本店がな
い場合においては、日本国内の主たる営業所
の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記
に定める提出場所において、随時受け付ける。
また、当該者が申請書及び資料を提出した
ときに限り、北陸地方整備局総務部契約課
（〒9508801 新潟県新潟市中央区美咲町１
丁目１番１号 電話0252808880（代表））
においても当該一般競争参加資格の認定に係
る申請を受け付ける。
 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Official in charge of disbursement of

the procuring entity : Masatoshi Ueta,

Director‑General of the Hokuriku Regional

Development Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

巻末資料「本入札手続に係る期間等」
下記に示す日程については、土曜日、日曜日及
び祝日を除くものとする。
 競争参加確認通知及び一次審査結果通知
令和８年10月８日まで。
 二次審査における技術提案に係る施工計画
の採否通知 令和８年12月24日まで。
 入札説明書等の交付期間 令和８年８月18
日から令和９年１月８日までの９時00分から
17時00分まで。
 一次審査の申請書及び資料の提出期間 令
和８年９月２日から令和８年９月３日までの
９時00分から17時00分まで及び令和８年９月
４日の９時00分から13時00分まで。
 二次審査の申請書及び資料の提出 令和８
年11月６日から令和８年11月９日までの９時
00分から17時00分まで及び令和８年11月10日
の９時00分から13時00分まで。

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期間
令和８年10月９日から令和９年１月８日ま
での９時00分から17時00分及び令和９年１月
12日の９時00分から13時00分まで。（利付国債
の提供の場合は令和８年10月９日まで。）。
 入札の日時
電子入札システムによる入札の締め切り
令和９年１月12日13時00分まで。
紙による持参の場合の締め切り 令和９年
１月12日13時00分まで。
 開札の日時 令和９年１月15日11時00分

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本公告は、インターネットの入札情報サービス
（ＰＰＩ）［https://www.i-ppi.jp/］に掲載されて
います。
令和８年８月 18 日

支出負担行為担当官
北陸地方整備局長 植田 雅俊

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ８10 249号輪島地区道路復
旧その22工事（電子入札対象案件）（電子契約
対象案件）
 工事場所 石川県輪島市野田町地先
 工事内容
道路改良
路体盛土工 798400
法面整形工 47790
アンカー工 867ｍ
場所打杭工 105本
集排水ボーリング工 1759ｍ
法枠工 4951
鉄筋挿入工 4501ｍ
舗装工 21170
区画線工 １式
排水物構造工 １式
縁石工 １式
防護柵工 １式
構造物撤去工 １式
仮設工 １式

 工期 全体工期：契約締結日の翌日から令
和11年３月30日まで

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion Work of Road Improvement Project

No. 6 in the Yamanoue District and Adja‑

cent Areas on the Noetsu Expressway

(FY2026‑2027)

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms, relevant documents for the qua‑

lification by electronic bidding system :

13 : 00 4 Sep. 2026

 Time‑limit for the submission of techni‑

cal proposal by electronic bidding system :

13 : 00 10 Nov. 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 13 : 00 12

Jan. 2027 (tenders brought with 13 : 00 12

Jan. 2027)

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, General Affairs De‑

partment, Hokuriku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 111 Misaki‑

chou Chuo‑ku Niigata‑city, Niigata‑pref,

Japan 9508801 TEL 0252808880 ex.

2527


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 工事の実施形態
１）本工事は、入札時に施工方法等の提案を
受け付け、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する施工体制確認
型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。
２）本工事は、一次審査の審査評価点の合計
が上位10者（ただし、10者目の審査評価点
と同点の者が複数いる場合は、その全ての
者を含む。）以外の競争参加者による入札は
無効とする段階的選抜方式の適用工事であ
る。
３）本工事は、令和６年３月13日付け国土交
通本省の事務連絡「令和６年能登半島地震
に係る「総合評価落札方式における賃上げ
を実施する企業に対する加点措置につい
て」の取扱いについて」に基づき、賃上げ
を実施する企業に対する加点措置を行わな
い工事である。
※通知については、北陸地方整備局ホーム
ページを参照：https://www.hrr.mlit.go.

jp/gijyutu/sougouchinage/index.html

４）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事
である。ただし、総合評価に係る技術提案
の範囲は対象としない。
５）本工事においては、資料の提出及び入札
等を電子入札システムにより行う。なお、
電子入札システムにより難いものは、発注
者の承諾を得て紙入札方式に代えることが
できる。紙入札方式の承諾に関しては、下
記５の担当部局に承諾願を提出するこ
と。
６）本工事は、契約手続に係る書類の授受を、
原則として電子契約システムで行う対象工
事である。なお、電子契約システムにより
難いものは、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えることができる。紙契約方式の承
諾に関しては、下記５の担当部局に紙契
約方式承諾願を提出すること。
７）本工事は、「建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務づけられた
工事である。

８）本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後、受
発注者間の協議により総価契約の内訳とし
て単価等を合意することとする。
なお、本方式の実施にあたっては、「総価
契約単価合意方式実施要領」及び「総価契
約単価合意方式実施要領の解説」に基づき
行うものとする。
また、実施方式については、受注者の希
望により、単価等を個別に合意する方式（以
下「単価個別合意方式」という。）又は単価
を包括的に合意する方式（以下「包括的単
価個別合意方式」という。）を選択できるも
のとし、「包括的単価個別合意方式」を選択
する場合は、契約締結後、契約担当課から
送付される「包括的単価個別合意方式希望
書」を契約締結後14日以内に契約担当課へ
提出すること。なお、協議開始の日から14
日以内に「単価個別合意方式」による協議
が整わない場合は、「包括的単価個別合意方
式」にて行うものとする。
９）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ土工、
ＩＣＴ舗装工、発注者指定型）の対象工事
である。
10）本工事は、ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ作業
土工（床堀工）、ＩＣＴ法面工、ＩＣＴ基
礎工、施工者希望Ⅱ型）の対象工事である。
11）本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事（受
注者希望型）である。
12）本工事は、主任技術者又は監理技術者を
専任で補助する技術者（以下「専任指導者」
という。）を工事契約後に配置することがで
きる試行工事である。
13）本工事は、受注者が新技術を選定したう
えで活用を図る施工者選定型の新技術活用
工事である。
14）本工事は、発注者が提示するテーマに即
した複数の新技術のうち、受注者が１技術
を選択したうえで活用を図る新技術活用工
事である。

15）本工事は、発注者が示した工事完了期限
までの間で、受注者が工事の始期及び終期
を任意に設定できる余裕期間（フレックス
方式）工事である。
16）本工事は、熱中症対策に資する現場管理
費の補正を行うことができる試行工事であ
る。
17）本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
18）本工事は、受注者の発案による施工手順
の工夫等の創意工夫による生産性向上の取
組みを推進する「生産性向上チャレンジ」
の試行対象工事である。
19）本工事は、建設キャリアアップシステム
義務化モデル工事の試行対象工事である。
20）本工事は、受注者の協力の下、下請業者
への賃金の支払いや適正な労働時間確保に
関し、賃金・労働時間・労務費の実態を調
査する試行工事（受注者希望方式）である。
21）本工事は、契約変更手続きの透明性を確
保するため、契約変更前に必要に応じて第
三者による適正性チェックを実施する試行
工事である。
22）本工事は、「令和８年度 能登半島地震の
被災地（石川県）で適用する施工パッケー
ジ型積算方式 標準単価表」および「能登
半島地震の被災地で適用する土木工事標準
歩掛」を用いた積算方式の試行対象工事で
ある。
23）本工事は、労務費見積尊重宣言の取り組
みを行う試行工事である。
24）本工事は、契約締結後に「新たな施工技
術等の活用とＰＲに関する工夫」を求める
対象工事である。内容の詳細は、特記仕様
書によることとする。

２ 競争参加資格
下記に掲げる一次審査に係る評価の結果に
より競争参加資格を満たす者について、入札へ
の参加を認める。
 一次審査 次の１）から16）の要件を満た
している者により構成される地域維持型建設
共同企業体であって、「競争参加者の資格に関
する公示」（令和８年８月18日付け北陸地方整
備局長）に示すところにより北陸地方整備局
長から「Ｒ８10 249号輪島地区道路復旧

その22工事に係る地域維持型建設共同企業
体」としての競争参加資格の認定を受けてい
る者（以下「地域ＪＶ」という。）、又は次の
１）から16）の要件を満たしている単体有資
格業者（以下「単体」という。）及び経常建設
共同企業体（以下「経常ＪＶ」という。）であ
り、企業の技術力について記載した申請書及
び資料を提出した者で、企業の技術力評価の
評価点合計が高い順に10者を選抜する。（ただ
し、10者目の審査評価点と同点の者が複数い
る場合は、その全ての者を含む。）
また、国内実績のない外国籍企業が国外で
の施工実績により参加する場合、審査後、北
陸地方整備局総合評価審査委員会において確
認のうえ10者に追加して選抜するかどうかを
決定する。
１）予算決算及び会計令（以下「予決令」と
いう。）第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
２）北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することを除く。）における令和７・８年度
一般競争参加資格者で一般土木工事の認定
を受けていること（会社更生法（平成14年
法律第154号）に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法（平
成11年法律第225号）に基づき再生手続開
始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、北陸地方整備局長が別
に定める手続に基づく一般競争参加資格の
再認定を受けていること。）。
３）北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することを除く。）における令和７・８年度
一般土木工事に係る一般競争参加資格の認
定の際に客観的事項（共通事項）について
算定した点数（経営事項評価点数）が
1200点以上であること。ただし、地域Ｊ
Ｖのうち代表者以外の構成員にあっては、
経営事項評価点数については求めない。
４）会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者、又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者（上記２）の再認定を受けた者を除く。）
でないこと。
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５）地域ＪＶ（登録申請中含む。）にあっては、
構成員について、１者以上は発注工事に対
応する建設業種の許可を受けている本店が
石川県内にあること。
６）平成23年度以降に元請として完成した工
事で、下記⒜の要件を満たす工事の施工実
績を有すること。なお、経常ＪＶにあって
は全ての構成員がこの施工実績を有してい
ること。地域ＪＶにあっては構成員のうち
１社がこの施工実績を有していればよい。
元請として完成した工事については、海外
インフラプロジェクト技術者認定・表彰制
度により認定された工事も施工実績に含む
ものとする。ただし、大臣官房官庁営繕部
又は地方整備局（港湾空港関係事務に関す
ることを除く。）所掌の工事に係るものに
あっては、評定点が65点未満のものを除く。
⒜ 盛土量が100000以上の道路工事の
施工実績を有すること。

７）建設共同企業体の構成員としての実績
は、出資比率が特定建設工事共同企業体（以
下「特定ＪＶ」という。）、地域ＪＶ及び異
工種建設工事共同企業体（以下「異工種Ｊ
Ｖ」という。）にあっては均等割の10分の６
以上、経常ＪＶにあっては20％以上のもの
に限る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、異工
種ＪＶ及び経常ＪＶにおける乙型共同企業
体としての実績は、協定書の分担工事の実
績のみ同種工事の施工実績として認める。
８）同一の企業が、単体、地域ＪＶ及び経常
ＪＶのうち複数の形態をもって同一の入札
に同時に参加することは認めない。
９）次に掲げる基準を満たす主任技術者、又
は監理技術者を本工事に配置できること。
また、本工事は、受注者が工事の始期を
発注者が指定する工事着手期限までの間で
設定することができる工事であり、契約締
結日の翌日から工事の始期までの間は、主
任技術者又は監理技術者の配置を要せず、
工事の始期以降に配置できること。
⒜ １級土木施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。
⒝ 平成23年度以降に、元請として完成し
た上記６）に掲げる要件を満たす工事の
施工経験を有すること（建設共同企業体

の技術者としての経験は、所属する構成
員の出資比率が特定ＪＶ、地域ＪＶ及び
異工種ＪＶにあっては均等割の10分の６
以上、経常ＪＶにあっては20％以上のも
のに限る。また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、
異工種ＪＶ及び経常ＪＶにおける乙型共
同企業体の技術者としての経験は、協定
書の分担工事の実績のみ同種工事の施工
経験として認める。）。なお、地域ＪＶ及
び経常ＪＶにあっては、構成員のうち１
社の主任技術者又は監理技術者が上記
６）に掲げる要件を満たす工事の施工経
験を有していればよい。
元請として完成した上記６）に掲げる
要件を満たす工事については、海外イン
フラプロジェクト技術者認定・表彰制度
により認定された工事も施工経験に含む
ものとする。
ただし、大臣官房官庁営繕部又は地方
整備局（港湾空港関係事務に関すること
を除く。）所掌の工事に係る経験である場
合にあっては、評定点が65点未満のもの
を除く。
⒞ 監理技術者にあっては、監理技術者資
格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者であること。
⒟ 本工事は、工事契約後、配置予定の主
任技術者又は監理技術者を専任指導者と
して配置することができる試行工事であ
り、専任指導者として配置する場合は、
工事契約後10日以内（土日祝日を除く）
に監督職員に申し出なければならない。
また、専任指導者として配置することに
より、新たに配置することになる主任（監
理）技術者は下記又はの施工経験を
有すること（建設共同企業体の技術者と
しての経験は、所属する構成員の出資比
率が特定ＪＶ、地域ＪＶ及び異工種ＪＶ
にあっては均等割の10分の６以上、経常
ＪＶにあっては20％以上のものに限る。
また、特定ＪＶ、地域ＪＶ、異工種ＪＶ
及び経常ＪＶにおける乙型共同企業体の

14）警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注の公共事業等からの排
除要請があり、当該状態が継続している者
でないこと。
15）過去に調査基準価格を下回った価格を
もって契約し、工事成績評定が60点未満の
工事成績評定通知書を通知された者は、そ
の通知日から下記５１）の申請書の提出
期限日までの期間が１年を経過しているこ
と（建設共同企業体の構成員としての実績
は、出資比率が特定ＪＶ、地域ＪＶ及び異
工種ＪＶにあっては均等割の10分の６以
上、経常ＪＶにあっては20％以上のものを
対象とする。）。
16）入札に参加しようとする者の代表者又は
代理権限のある名義人のＩＣカードによ
り、電子入札システムから入札説明書及び
全ての配付資料（変更分を含む。）をダウン
ロードした者又は下記５４）に指定する
方法で交付を受けた者であること。

 二次審査 発注者から上記に掲げる競争
参加資格があると認められて選抜された者
は、下記５２）の期間内に技術提案に係る
施工計画を提出すること。

３ 総合評価に関する事項
 本工事の総合評価に関する評価項目は以下
のとおりである。
１）施工体制
⒜ 品質確保の実効性
⒝ 施工体制確保の確実性
２）技術提案
⒜ 集排水ボーリング工の確実な施工に関
する工夫
⒝ 能登地域の復旧復興への配慮に関する
工夫
⒞ 配置予定技術者のヒアリング
・技術提案の理解度
・施工上配慮すべき事項の適切性

 総合評価の方法
１）標準点 本工事について、入札説明書等
に記載された要求要件を実現できるとされ
た場合には、標準点100点を与える。

技術者としての経験は、協定書の分担工
事の実績のみ同種工事の施工経験として
認める。）。
 前記⒝の要件を満たす者。
 令和３年度以降に、国土交通省の北
陸を含む８地方整備局（港湾空港関係
事務に関することを除く。）所掌の工事
の主任（監理）技術者若しくは現場代
理人としての施工経験があること（配
置予定の主任（監理）技術者の代要件）。
ただし、契約工期（技術者の配置が不
要な期間を除き、土曜日、日曜日、そ
の他休日を含む。）の１／２以上に従事
していること。また、当該施工経験の
工事の評定点が65点未満のものを除
く。

⒠ 本工事は、建設業法第26条第３項第２
号の場合の監理技術者（以下「専任特例
２号の場合の監理技術者」という。）の配
置は認めない。

10）地域ＪＶにあっては、全ての構成員が、
発注工事に対応する建設業法の許可業種に
係る監理技術者又は国家資格を有する主任
技術者を工事現場に専任で配置できるこ
と。ただし、土木工事業の許可を有する構
成員で、一般土木工事の工事種別において
構成員の中で最も上位の等級を有する有資
格者が当該許可業種に係る監理技術者又は
主任技術者を専任で配置する場合は、他の
構成員の設置する技術者の専任を求めない
ものとするが、上記９）の施工経験は専任
で配置する技術者が有すること。
11）一次審査の競争参加資格確認申請書（以
下「申請書」という。）及び競争参加資格確
認資料（以下「資料」という。）の提出期限
日から開札の時までの期間に、北陸地方整
備局長から工事請負契約に係る指名停止等
の措置要領（昭和59年３月29日付け建設省
厚第91号）に基づく指名停止の措置を受け
ていないこと。
12）上記１に示した工事に係る設計業務等
の受託者又は当該受託者と資本若しくは人
事面において関連がある建設業者でないこ
と。

13）入札に参加しようとする者の間に、資本
関係又は人的関係がないこと。
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２）施工体制評価点及び加算点 上記に示
す各項目を評価し、施工体制評価点及び加
算点を与える。
３）評価値 価格及び価格以外の要素として
提示された性能等に係る総合評価は、予定
価格の制限の範囲内の入札参加者につい
て、上記１）及び２）により得られる標準
点、施工体制評価点及び加算点の合計を、
当該入札者の入札価格で除して得た値（以
下「評価値」という。）をもって行う。
標準点＋施工体制評価点＋加算点＝100点
＋施工体制評価点＋加算点
評価値＝（標準点＋施工体制評価点＋加算
点）／入札価格

 配置予定技術者のヒアリング 配置予定技
術者を対象とした技術提案の理解度を評価す
るヒアリングを実施する予定である。
 施工体制確認のためのヒアリングの実施
入札書等（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 落札者の決定方法
１）入札参加者は、次のからの要件に該
当する者のうち、上記によって算出され
た評価値の最も高い者を落札者とする。た
だし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされない恐れがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととな
る恐れがあって著しく不適当であると認め
られるときは、予定価格の制限の範囲内で、
発注者の定める最低限の要求要件を全て満
たして入札した他の者のうち、評価値の最
も高い者を落札者とすることがある。
 入札価格が、予定価格の制限の範囲内
であること。
 技術提案が最低限の要求要件（標準案）
を満たしていること。
 評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値（以下「基準評価値」と
いう。）に対して下回らないこと。

２）上記１）において、評価値が最も高い者
が２者以上いるときは、電子入札システム
内の電子くじにおいて落札者を決定する。

４ 実施上の留意事項
 実際の施工に際しては、技術提案採否結果
通知書に記載された「技術提案に係る施工計
画」以上の施工を行うものとする。
受注者の責めにより、当該「技術提案に係
る施工計画」以上の施工が行われない場合は、
以下の取扱いを行う。
１）工事成績評定点の減点措置
２）違約金の徴収
 施工条件の変更、災害等、受注者の責めに
帰さない事由により、当該「技術提案に係る
施工計画」に影響を及ぼす場合の取扱いは、
発注者と受注者とが協議して決定するものと
する。
 技術資料についてヒアリングを実施する場
合がある。その場合の日時・方法等必要事項
は別途通知する。
 競争参加確認通知及び一次審査結果通知に
ついては、巻末資料「本入札手続に係る期間
等」に示す日までに電子入札システムにて
通知する。ただし、書面により提出されたも
のに対しては書面により通知する。
 二次審査における技術提案に係る施工計画
の採否については、巻末資料「本入札手続に
係る期間等」に示す日までに電子入札シス
テムにて通知する。その際、技術提案が適正
とされなかった場合はその理由を付して通知
する。

５ 入札手続等
 担当部局 〒9508801 新潟県新潟市中央
区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2526
 入札説明書等の交付期間 入札説明書等
（文書類、数量総括表、図面、申請様式等）
は、電子入札システムからダウンロードする
ことにより交付する。運用及び操作の詳細に
ついては下記１）のアドレスを参照のこと（マ
ニュアルのリンク先がある。）。

なお、書面による交付を希望する場合は、
下記２）に電話又は電子メールにより申し込
むこと。ただし、電子メールによる場合は着
信確認を行うこと。
１）アドレス：https://www.e-bisc.go.jp/
２）交付場所：北陸地方整備局総務部契約課
契約係 〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 電話0252808880 電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

３）交付期間：巻末資料「本入札手続に係る
期間等」のとおり。
４）書面による交付方法：上記３）の期間内
に必着で、切手を貼付した返信用封筒及び
ＣＤ等を同封し、上記２）へ郵送又は託送
すること。ＣＤ等に複製したものを折り返
し託送する（窓口交付は行わない。）。

 申請書及び資料の作成及び提出方法 申請
書及び資料は、入札説明書に示す様式及び留
意事項に基づき作成し、電子入札システムで
提出すること。
ただし、資料の提出にあたっては、資料の
容量が10ＭＢを超える場合及び発注者の承諾
を得て紙入札方式とする場合は、原則として
次の受付期間内に必着で、受付場所に１部郵
送（書留郵便に限る。）、託送（書留郵便と同
等のものに限る。）又は電子メール（添付する
ファイル容量は10ＭＢ以下とする。）により提
出するものとする（電子入札運用基準参照。）。
なお、電子メールによる場合は、電子メール
送信後、必ず着信確認を行うこと。
１）一次審査の申請書及び資料の提出
ア）電子入札システムによる受付期間：巻
末資料「本入札手続に係る期間等」の
とおり。
イ）郵送、託送又は電子メールによる受付
期間：巻末資料「本入札手続に係る期間
等」のとおり。
受付場所：北陸地方整備局総務部契約
課契約係 〒9508801 新潟県新潟市中
央区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同
庁舎１号館 電話0252808880（代表）
内線2526 電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

２）二次審査の申請書及び資料の提出
ア）電子入札システムによる受付期間：巻
末資料「本入札手続に係る期間等」の
とおり。
イ）郵送、託送又は電子メールによる受付
期間：巻末資料「本入札手続に係る期間
等」のとおり。
受付場所：北陸地方整備局総務部契約
課契約係 〒9508801 新潟県新潟市中
央区美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同
庁舎１号館 電話0252808880（代表）
内線2526 電子メール
keiyaku-koujigyoumu@hrr.mlit.go.jp

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
提出期間：巻末資料「本入札手続に係る期間
等」のとおり。
提出場所：〒9508801 新潟県新潟市中央区
美咲町１丁目１番１号新潟美咲合同庁舎１
号館 北陸地方整備局総務部契約課契約係
電話0252808880（代表）内線2526
持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間内
必着。）又は託送（書留郵便と同等のものに
限る。提出期間内必着。）により提出するこ
と。

 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法 入札書は、電子入札システムに
より提出すること。ただし、発注者の承諾を
得た場合は紙により持参すること。郵送、託
送又は電送による入札は認めない。入札書提
出期限は次のとおりとする。
１）電子入札システムによる入札の締め切り
は、巻末資料「本入札手続に係る期間等」
のとおり。
２）紙による持参の場合の締め切りは、巻末
資料「本入札手続に係る期間等」のとお
り。提出先は、北陸地方整備局総務部契約
課契約係。
開札の日時は、巻末資料「本入札手続に
係る期間等」のとおり。場所は、北陸地
方整備局１階入札室にて行う。

 設計業務成果等の閲覧 本工事において
は、設計業務成果を閲覧することができる。
なお、閲覧に係わる詳細は入札説明書によ
る。
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６ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
は、日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は銀行
等の保証（取扱官庁 北陸地方整備局）を
もって入札保証金の納付に代えることがで
きる。また、入札保証保険契約の締結を行
い、又は契約保証の予約を受けた場合は、
入札保証金を免除する。
２）契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行新潟支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 北陸地方整備局）又は金融
機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官
庁 北陸地方整備局）をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共
工事履行保証証券による保証を付し、又は
履行保証保険契約の締結を行った場合は、
契約保証金を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 契約締結後の技術提案 契約締結後、受注
者は設計図書に定める工事目的物の機能、性
能等を低下させることなく請負代金額を低減
することを可能とする施工方法等に係る設計
図書の変更について、発注者に提案すること
ができる。提案が適正とされた場合には、設
計図書を変更し、必要があると認められる場
合には請負代金額の変更を行うものとする。
詳細は特記仕様書等による。
 低入札価格調査を受けた者との契約につい
ては別冊契約書案第35条第１項中「10分の４」
を「10分の２」とし、第５項、第６項及び第
７項もこれに準じて割合変更する。
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、Ｃ
ＯＲＩＮＳ等により配置予定の主任技術者、
監理技術者等の専任性及び要件違反の事実が
確認された場合は、契約を結ばないことがあ

る。なお、種々の状況からやむを得ないもの
として承認された場合の外は、配置予定技術
者の変更は認められない。
 調査基準価格を下回った価格をもって契約
する場合においては、主任技術者、監理技術
者等とは別に主任技術者、監理技術者と同等
の要件を満たす技術者を配置すること。
また、工事契約後に専任指導者を配置する
場合は当該技術者との兼務も認めない。なお、
当該技術者及び監理技術者等と、現場代理人
の兼務は認めない。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約し、工事成績評定が60点未
満となった場合は、工事成績評定通知書の通
知日から１年間、国土交通省北陸地方整備局
（港湾空港関係事務に関することを除く。）が
発注する工事の入札参加を認めない（建設共
同企業体の構成員としての実績は、出資比率
が特定ＪＶ、地域ＪＶ及び異工種ＪＶにあっ
ては均等割の10分の６以上、経常ＪＶにあっ
ては20％以上のものを対象とする。）。
 本工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、受注
者は工事コスト調査に協力しなければならな
い。なお、工事コスト調査については、内訳
及び低入札価格調査資料との整合等を分析し
た後、発注者において公表する。
 契約書作成の要否 要。
 本工事は、国庫債務負担行為に基づく契約
の契約会計年度における請負代金の支払いの
限度額（以下「支払限度額」という。）につい
て、当初契約の時点で「０」等と設定し、補
正予算が措置されるなど追加で予算の執行が
可能となった場合に各年度の支払限度額を変
更し、前倒しで前金払、既済部分払等の支払
いを可能とする「事業加速円滑化国債」を採
用する。支払条件等については、入札説明書
及び現場説明書の内容を十分に確認するこ
と。
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無。

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Masatoshi Ueta, Di‑

rector‑General of the Hokuriku Regional

Development Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion Work of Road Restoration Project No.

22 in the Wajima District on National

Route 249 (FY20262028)

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms, relevant documents for the qua‑

lification by electronic bidding system :

13 : 00 4 Sep. 2026

 Time‑limit for the submission of techni‑

cal proposal by electronic bidding system :

13 : 00 10 Nov. 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 13 : 00 12

Jan. 2027 (tenders brought with 13 : 00 12

Jan. 2027)

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, General Affairs De‑

partment, Hokuriku Regional Development

Bureau, Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism, 111 Misaki‑

chou Chuo‑ku Niigata‑city, Niigata‑pref,

Japan 9508801 TEL 0252808880 ex.

2526

巻末資料「本入札手続に係る期間等」
下記に示す日程については、土曜日、日曜日及
び祝日を除くものとする。
 競争参加確認通知及び一次審査結果通知
令和８年10月８日まで。
 二次審査における技術提案に係る施工計画
の採否通知 令和８年12月24日まで。
 入札説明書等の交付期間 令和８年８月18
日から令和９年１月８日までの９時00分から
17時00分まで。
 一次審査の申請書及び資料の提出期間 令
和８年９月２日から令和８年９月３日までの
９時00分から17時00分まで及び令和８年９月
４日の９時00分から13時00分まで。
 二次審査の申請書及び資料の提出 令和８
年11月６日から令和８年11月９日までの９時
00分から17時00分まで及び令和８年11月10日
の９時00分から13時00分まで。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期間
令和８年10月９日から令和９年１月８日ま
での９時00分から17時00分及び令和９年１月
12日の９時00分から13時00分まで。（利付国債
の提供の場合は令和８年10月９日まで。）。
 入札の日時
電子入札システムによる入札の締め切り
令和９年１月12日13時00分まで。
紙による持参の場合の締め切り 令和９年
１月12日13時00分まで。
 開札の日時 令和９年１月15日10時00分

 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２２）に掲げる一般競争参加
資格の認定を受けていない者も上記５によ
り申請書及び資料を提出することができる
が、競争に参加するためには、開札の時にお
いて、当該一般競争参加資格の認定を受け、
かつ、競争参加資格の確認を受けていなけれ
ばならない。
当該一般競争参加資格の認定に係る申請

は、「競争参加者の資格に関する公示」（令和８
年３月31日付け国土交通省大臣官房会計課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長
公示）別記に掲げる当該者（当該者が地域Ｊ
Ｖ又は経常ＪＶである場合においては、その
代表者。）の本店所在地（日本国内に本店がな
い場合においては、日本国内の主たる営業所
の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記
に定める提出場所において、随時受け付ける。
また、当該者が申請書及び資料を提出した
ときに限り、北陸地方整備局総務部契約課
（〒9508801 新潟県新潟市中央区美咲町１
丁目１番１号 電話0252808880（代表））
においても当該一般競争参加資格の認定に係
る申請を受け付ける。
 詳細は入札説明書による。
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入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年８月 18 日
独立行政法人
鉄道建設・運輸施設整備支援機構
契約担当役
北海道新幹線建設局長 都築 保勇

◎調達機関番号 565 ◎所在地番号 01
〇北海建公告第 12 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 北海道新幹線、ルコツ横坑排水工
他（電子入札対象案件）
 工事場所 北海道山越郡長万部町
 工事内容 本工事は、北海道新幹線新青森
起点219㎞500ｍ付近の立岩トンネル、ルコツ
横坑（延長1063ｍ）の排水工及び覆工工事
である。排水工 Ｌ＝1063ｍ 増し吹付工
Ｌ＝1042ｍ

 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、余裕期間を設定した
工事である。詳細は入札説明書による。全体
工期 契約締結日の翌日から令和12年６月28
日（工事完了期限）まで。
 使用する主な資機材 生コンクリート 約
7920、セメント 約2420ｔ
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、施工体制確認型総合評価方式の
試行工事である。
 本工事は、契約締結後に工事材料、施工方
法等の変更について提案を受け付ける契約後
ＶＥ方式の試行工事である。
 本工事は、資料の提出及び入札等を電子入
札システムにより実施する対象工事である。
なお、電子入札システムにより難い者は、
契約担当役の承諾を得た場合に限り紙入札方
式に変更することができる。
 本工事は、総価契約単価合意方式の対象工
事である。

２ 競争参加資格 次に掲げる条件を全て満たす
２者又は３者を構成員とする特定建設工事共同
企業体又は単体有資格者とし、かつ、独立行政
法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「当
機構」という。）北海道新幹線建設局長による当
該工事に係る競争参加資格確認の結果、資格が
あると認められた者とする。
 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
機構契約事務規程（平成15年10月機構規程第
78号）第４条又は第５条の規定に該当しない
者であること。
 当機構における「土木工事」に係る令和７・
８年度一般競争（指名競争）参加資格の認定
を受けていること。
なお、特定建設工事共同企業体の構成員は、
当機構における「土木工事」に係る競争参加
資格の認定の際に客観的事項（共通事項）に
ついて算定した点数（以下「客観点数」とい
う。）が1200点以上の者であること。
ただし、出資比率が最下位の特定建設工事
共同企業体の構成員は、客観点数が1000点
以上1200点未満の者とする。
会社更生法（平成14年法律第154号）に

基づき更生手続開始の申立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、当機構
が別に定める手続きに基づく競争参加資格の
再認定を受けていること。

 共同企業体の全ての構成員又は単体有資格
者は、次に掲げる基準を満たす主任技術者又
は監理技術者（以下「配置予定技術者」とい
う。）を当該工事に専任で配置できること。
なお、本工事は、受注者が工期の始期と終
期を設定することができる工事であり、契約
締結の翌日から工期の始期までの間は、配置
予定技術者の配置を要しない。
また、配置予定技術者のほかに専任補助者
（現場代理人及び専門技術者との兼務は認め
る。）を配置することができる。
専任補助者数は配置予定技術者１名につ

き、それ以上とし、専任補助者は次に掲げる
ア、イ、エの基準を満たす者とする。
なお、専任補助者を配置する場合にあたっ
ては、その配置方について、配置予定技術者
と同様に「監理技術者制度運用マニュアル（平
成16年３月１日国土交通省総合政策局建設業
課）」によるものとする。
ア １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。

 特定建設工事共同企業体の代表者又は単体
有資格者は、平成23年度以降に元請として完
工（引渡し済みのものに限る。した以下の
に掲げる工事の施工実績を有することとし、
特定建設工事共同企業体のその他の構成員は
からに掲げる工事のいずれかの施工実績
を有すること（経常建設共同企業体にあって
は、全ての構成員が当該施工実績を有するこ
と。）。ただし、当該施工実績が共同企業体の
構成員としての実績である場合には、特定建
設工事共同企業体の代表者又は単体有資格者
は出資比率が構成員中最大、特定建設工事共
同企業体のその他の構成員は出資比率が10%
以上のものに限る（乙型にあっては分担工事
の実績に限るものとし、出資比率は問わな
い。）。

また、当該施工実績が当機構の発注した工
事である場合には、工事成績評定点が65点以
上のものに限る。
ただし、当機構の発注した工事のうち工事
成績評定点の通知を受けていない工事又は一
部しゅん功し引渡し済みの工事（当該工事の
主たる目的物の引渡しに限る。）においても、
要件を満たす場合は施工実績とすることがで
きる。
 NATMによる内空断面積30以上、延
長500ｍ以上のトンネル新設工事
 NATMによるトンネル新設工事
 排水構造物の新設工事
 当機構の施工実績がある場合は、令和６年
度及び令和７年度にしゅん功し引渡し済みの
当該工事種類における工事成績評定点の平均
が、２年連続で60点未満でないこと。
 施工計画が適正であること。
施工上の課題に対する技術的所見が適正で
あると認められること、又は、発注者が設定
する入札説明書の別冊示方書に参考として示
された図面及び示方書等（以下「標準案」と
いう。）を満足する施工計画であること。
これらを満たさない場合は、競争参加資格
を付与しない。

 本工事は、地域外（遠隔地）からの建設資
材等の調達に係る費用について支払実績によ
り設計変更を実施する試行工事である。
 本工事は、契約締結後、労働者確保に要す
る方策に変更が生じ、土木関係積算標準の金
額相当では適正な工事の実施が困難になった
場合は、実績変更対象費の支出実績を踏まえ
て最終精算変更時点で設計変更する試行工事
である。
 本工事は、主任技術者又は監理技術者を専
任で補助する技術者（以下「専任補助者」と
いう。）を配置することができる試行工事であ
る。
 本工事は、直接工事費及び共通仮設費の一
部について、見積りの提出を求める「見積活
用方式」の試行工事である。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正を行う試行工事である。
 本工事は、元請け企業の労務賃金改善に関
する取り組みを促進するため、総合評価方式
においてインセンティブを付与する「労務費
見積り尊重宣言」促進モデル工事の試行工事
である。
 本工事は、建設キャリアアップシステム義
務化モデル工事の試行対象工事である。試行
内容の詳細は、内容説明書によることとする。
 本工事は、建設業法第26条第３項ただし書
の規定の適用を受ける監理技術者（特例監理
技術者）の配置は認めない工事である。
 本 工 事 は、 国 土 交 通 省 が 提 唱 す る

i‑Constructionの取り組みにおいて、BIM／
CIM（Building／Construction Information

Modeling, Management）を導入することに
より、ICTの全面的活用を推進し、BIM／
CIMモデルの活用による建設生産・管理シ
ステム全体の課題解決および業務効率化を図
ることを目的とするBIM／CIM活用工事（発
注者指定型）である。
 本工事は、新技術活用の促進に向けた取り
組みを行う企業を評価する「新技術活用促進
試行工事」である。
 本工事は、脱炭素化の加速に向けた取り組
みを行う企業を評価する「カーボンニュート
ラル試行工事」である。
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イ 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格者は、平成23年度以降に元請とし
て完工（引渡し済みのものに限る。）した
のの施工経験を有することとし、特定建
設工事共同企業体の出資比率が第２位（３
者の場合）の構成員はのからに掲げ
る工事のいずれかの施工経験を有するこ
と。当該施工経験が共同企業体の構成員と
しての経験である場合には、出資比率が
10％以上のものに限る（乙型にあっては、
分担工事の経験に限るものとし、出資比率
は問わない。）。
ただし、出資比率が最下位の特定建設工
事共同企業体の構成員（最下位の者が同率
で複数いる場合には、そのうちの１者に限
る。）の配置予定技術者については、に掲
げる工事の施工経験は必要ない。
また、当該施工経験が当機構の発注した
工事である場合には、工事成績評定点が65
点以上のものに限る。
ただし、当機構の発注した工事のうち工
事成績評定点の通知を受けていない工事又
は一部しゅん功し引渡し済みの工事（当該
工事の主たる目的物の引渡しに限る。）にお
いても、要件を満たす場合は施工経験とす
ることができる。
ウ 専任補助者を配置する場合は、上記
の施工経験に代えての施工経験を有する
配置予定技術者を配置できる。
エ 監理技術者（監理技術者の専任補助者を
含む。）にあっては、監理技術者資格者証及
び監理技術者講習修了証を有する者である
こと。
オ 経常建設共同企業体にあっては、全ての
構成員が、アの要件を満たす配置予定技術
者を本工事に専任で配置できること。
また、構成員のうち少なくとも１者の配
置予定技術者が、イの要件を満たす施工経
験を有すること。
なお、入札後の措置として、契約額が建
設業法施行令第27条第１項で定める金額の
３倍未満の場合においては、構成員のいず
れか１者が、ア及びイの要件を満たす配置
予定技術者を専任で配置することで、残り
の構成員の配置予定技術者は専任を要しな
い。
また、監理技術者の場合はエの要件につ
いても満たしていること。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）の提出期限の日から開札の時までの
期間に、当機構理事長から「北海道地区」に
おいて独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備
支援機構の工事等請負契約に係る指名停止等
措置要綱（平成15年10月機構規程第83号）に
基づく指名停止を受けていないこと。
 １に示した工事に係る設計業務等の受注
者又は当該受注者と資本関係若しくは人的関
係のある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、当
機構公共事業等からの排除要請があり、当該
状態が継続している者でないこと。

３ 総合評価に関する事項
 入札の評価に関する基準 本工事の総合評
価に関する評価項目は次のとおりとする。
ア 施工体制の評価について
 品質確保の実効性
 施工体制確保の確実性
イ 施工計画について 施工上の課題に対す
る技術的所見
ウ 企業の施工能力について ワーク・ライ
フ・バランス関連認定制度における取得状
況、「労務費見積り尊重宣言」の取組状況又
はカーボンニュートラルに資する認証制度
における取得・参加等の状況について評価
する。

 総合評価の方法 総合評価は、標準点、施
工体制評価点及び加算点の合計を当該入札参
加者の入札価格で除して得た数値（以下「評
価値」という。）をもって行う。
評価項目ごとの最低限の要求要件を満足す
る場合に標準点を与え、工事施工体制等に対
し、施工体制評価点を与える。さらに資料の
内容に応じ、加算点を与える。
なお、標準点は100点、施工体制評価点は

最大30点とし、加算点は、イからウまでに
示す評価項目について、合計で最大20点を与
える。
また、におけるヒアリング結果によって
は、加算点を減ずることがある。

 施工体制確認のためのヒアリングの実施
簡易な施工計画等（施工体制の確認に係る
部分に限る。）のヒアリングを実施するととも
に、ヒアリングに際して追加資料の提出を求
めることがある。
 落札者の決定方法
ア 入札参加者は、価格及びに示す評価項
目に係る施工計画等をもって入札し、次の
及びの要件を満たす者のうち、評価値
の最も高い者を落札者とする。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値に対して下回らないこ
と。

イ アにおいて、評価値の最も高い者が２者
以上あるときは、該当者にくじを引かせて
落札者を決定する。
ウ 落札者となるべき者の入札価格が契約事
務規程第25条に基づく調査基準価格を下回
る場合は、契約事務規程第26条の調査を行
うものとする。なお、調査の内容は入札説
明書によるものとする。

 工事費内訳書の提出 第１回の入札に際し
ては、入札書に記載される金額に対応した工
事費内訳書を提出すること。
 入札執行回数 入札執行回数は、原則とし
て２回を限度とする。
 入札の辞退 入札参加者は、入札書（再度
の入札を行う場合の入札書を含む。）を提出す
るまでは、いつでも入札を辞退することがで
きる。

５ その他
 手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 免除
イ 契約保証金 納付（保証金納付場所 三
井住友銀行 ベイサイド支店）
ただし、金融機関又は保証事業会社の保
証をもって契約保証金の納付に代えること
ができる。
また、公共工事履行保証証券による保証
を付し、又は履行保証保険契約の締結を
行った場合は、契約保証金を免除する。
なお、受注者は、契約の締結と同時に契
約の保証を付すこと。

４ 入札手続等
 担当窓口 〒0600002 札幌市中央区北二
条西一丁目１番地（マルイト札幌ビル６階）
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
機構 北海道新幹線建設局 総務部 契約課
電話0112313489 電子メールアドレス
keiyaku.spp@jrtt.go.jp

 入札説明書の交付期間及び方法
ア 交付期間 表－１に示す期間。
イ 交付方法 鉄道・運輸機構入札情報サー
ビスからダウンロードすること。アドレス

https://jrtt.efftis.jp/PPI/Public/

なお、ダウンロードするためにはパス
ワードが必要であり、パスワードは電子入
札システムにおける本案件の調達案件概要
欄に掲載する。
ただし、やむを得ない事情により上記交
付方法により難い者はに連絡し、別途交
付方法について指示を受けること。

 申請書及び資料の提出方法、期間及び場所
ア 提出方法 申請書及び資料は、電子入札
システムにより提出すること。ただし、申
請書及び資料の容量が10MBを超える場合
又は契約担当役から承諾を得て紙入札方式
へ移行した場合は、提出先へ持参、郵送（書
留郵便に限る。）、託送（書留郵便と同等の
ものに限る。）又は電子メール（押印省略を
する場合に限る。）により提出すること。
イ 受付期間 表－１に示す期間。
ウ 提出先 に同じ。
 入札方法、入札の締切及び開札の日時、場
所
ア 入札方法 入札書は、電子入札システム
により提出すること。
ただし、契約担当役から承諾を得て紙入
札方式へ移行した場合は、へ持参又は郵
送（配達証明付郵便に限る。）すること。
イ 入札の締切日時 表－１に示す期日。
ウ 開札の日時及び場所 開札は、表－１
に示す期日に当機構北海道新幹線建設局
入札室にて行う。
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 入札の無効 以下のいずれかに該当する入
札は無効とする。
ア 本公告に示した競争参加資格のない者の
した入札
イ 提出した申請書又は資料に虚偽の記載を
した者のした入札
ウ 入札に関する条件に違反した入札
エ 工事費内訳書を提出しない者等のした入
札

 手続きにおける交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により契約する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口
４に同じ。

 競争参加資格の認定を受けていない者の参
加 ２に掲げる競争参加資格の認定を受け
ていない者も４により申請書及び資料を提
出することができるが、競争に参加するため
には、開札の時において、当該資格の認定を
受け、かつ、競争参加資格の確認を受けてい
なければならない。当該競争参加資格の認定
に係る申請は、当機構調達契約部契約管理課
において、随時受け付ける。
 配置予定技術者等の確認 落札決定後、

CORINS等により配置予定技術者又は専任
補助者の専任性違反の事実が確認された場合
は、契約を結ばないことがある。
 本公告に記載する内容の詳細は入札説明書
による。

６ 一定の関係を有する法人との契約に係る情報
公開 当機構と一定の関係を有する法人と契約
をする場合には、当機構との関係に係る情報を
当機構ホームページで公表する。詳細は入札説
明書による。
７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TSUZUKI Yasuo, Super‑

intendent, Hokkaido Shinkansen Construc‑

tion Bureau, Japan Railway Construction,

Transport and Technology Agency

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of drainage facilities and tunnel

lining for the Rukotsu Adit (1,063 m in

length) of Tateiwa Tunnel, located at Chai‑

nage 219 km 500 m from the Shin‑Aomori

starting point of the Hokkaido Shinkansen.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

16 : 00 16, September 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 27,

November 2026 (tenders brought with

12 : 00 27, November 2026 or tenders sub‑

mitted by mail 12 : 00 27, November 2026

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, Hokkaido Shinkansen

Construction Bureau, Japan Railway Con‑

struction, Transport and Technology Agen‑

cy, Nishi 11, Kita 2, Chuo‑ku, Sapporo,

0600002 Japan, TEL 0112313489

表－１ 本入札手続きに係る期間等
 入札説明書の交付期間 令和８年８月18日
（火）から令和８年11月27日（金）まで。
 申請書等の受付期間 令和８年８月18日
（火）から令和８年９月16日（水）までの休
日（行政機関の休日に関する法律（昭和63年
法律第91号）第１条第１項に規定する行政機
関の休日をいう。）を除く、10時から16時まで。
 入札の締切日時 令和８年11月27日（金）
12時
 開札の日時 令和８年12月２日（水）10時

競争参加者の資格に関する公示
「Ｒ８・９能越道 山ノ上地区外道路改良その
６工事」に係る地域維持型建設共同企業体として
の競争参加者の資格（以下「地域維持型建設共同
企業体としての資格」という。）を得ようとする者
の申請方法等について、次のとおり公示します。
令和８年８月 18 日

北陸地方整備局長 植田 雅俊

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事名
Ｒ８・９能越道 山ノ上地区外道路改良その
６工事（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
２ 工事場所
石川県輪島市山ノ上町地先から市ノ瀬町地先

３ 工事内容
道路改良
路体盛土工 12300
土質改良工 17250
補強盛土工 4298
地山補強土工 １式
石・ブロック積（張）工 １式
現場打函渠工 ３基
地下水排除工 １式
排水構造物工 １式
舗装工 2055
防護柵工 １式
構造物撤去工 １式
仮設工 １式

４ 申請の時期
令和８年８月18日から令和８年10月８日まで
（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。
なお、令和８年10月９日以降当該建設工事に
係る開札の時まで（土曜日、日曜日及び祝日を
除く。）においても、随時、申請を受け付けるが、
当該開札の時までに審査が終了せず、競争に参
加できないことがある。
５ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（地域維持型建設共同企業体）」（以下「申
請書」という。）は、北陸地方整備局ホームペー
ジから入手するものとする。
https://www.hrr.mlit.go.jp/keiyaku/

JV̲shinsei.html

 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる書類を添付し、原則として電子メー
ル（着信確認を行うこと。）により提出するこ
と。
〇「地域維持型建設共同企業体協定書（甲）」
の写し

 地域維持型建設共同企業体の構成 地域維
持型建設共同企業体の構成は、次の条件を満
たす２又は３社までとし、建設業法（昭和24
年法律第100号）の土木工事業の許可を有す
る者を少なくとも１社含む組合せとする。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することを除く。）における令和７・８年度
一般競争参加資格で一般土木工事の認定を
受けていること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手
続開始の決定後、当該地方整備局長が別に
定める手続に基づく一般競争参加資格の再
認定を受けていること。）。

６ 地域維持型建設共同企業体としての資格及び
その審査
「競争参加者の資格に関する公示」（令和８年
３月31日付け国土交通省大臣官房地方課長、国
土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「令
和８年３月31日付け公示」という。）５（建設工
事）のからまでに該当する者を構成員に含
む地域維持型建設共同企業体及び次に掲げる条
件を満たさない地域維持型建設共同企業体につ
いては、地域維持型建設共同企業体としての資
格がないと認定する。それ以外の地域維持型建
設共同企業体については、令和８年３月31日付
け公示６（建設工事）のに掲げる客観的事項
（共通事項）の項目及びに掲げる主観的事項
（特別事項）の項目について総合点数を付与し
て地域維持型建設共同企業体としての資格があ
ると認定する。

【提出先】
北陸地方整備局総務部契約課工事契約調整
係 電話：0252808880
電子メール：84zuiji@hrr.mlit.go.jp

 申請書の作成に用いる言語 申請書及び添
付書類は、日本語で作成すること。
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 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することを除く。）における令和７・８年度
一般土木工事に係る一般競争参加資格の認
定の際に客観的事項（共通事項）について
算定した点数（経営事項評価点数）が
1200点以上であること。（の再認定を受
けた者にあっては、当該再認定の際に、経
営事項評価点数が1200点以上であるこ
と。）
ただし、地域維持型建設共同企業体のう
ち代表者以外の構成員にあっては、経営事
項評価点数については、求めない。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者、又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者（上記の再認定を受けた者を除く。）で
ないこと。
 競争参加資格に係る申請の期限の日から
開札の時までの期間に、北陸地方整備局長
から工事請負契約に係る指名停止等の措置
要領（昭和59年３月29日付け建設省厚第91
号）に基づく指名停止を受けていないこと。
 一の企業が、本工事の競争参加資格確認
申請から開札までの期間において、北陸地
方整備局管内において結成する地域維持型
建設共同企業体は、１つの組み合わせによ
るものとする。ただし、地域維持型建設共
同企業体で請け負った履行中の工事と、別
の組み合わせの地域維持型建設共同企業体
により競争参加資格確認申請する本工事の
工期が重複せず、北陸地方整備局長が必要
と認める場合は、別の組み合わせで地域維
持型建設共同企業体を結成し登録すること
ができるものとする。
 中小企業等協同組合法による事業協同組
合でないこと。

 構成員の技術的要件 地域維持型建設共同
企業体の構成員は、令和８年８月18日におい
て次の条件を満たすものとする。
 平成23年度以降に、元請けとして構成員
のうち１者が次に掲げる⒜の要件を満たす
同種工事の施工実績を有すること。（建設共
同企業体の構成員としての実績は、出資比
率が特定建設工事共同企業体、地域維持型

建設共同企業体及び異工種建設工事共同企
業体にあっては均等割の10分の６以上、経
常建設共同企業体にあっては20％以上のも
のに限る。また、特定建設工事共同企業体、
地域維持型建設共同企業体、異工種建設工
事共同企業体及び経常建設共同企業体にお
ける乙型共同企業体としての実績は、協定
書の分担工事の実績のみ同種工事の施工実
績として認める。）元請けとして完成した工
事については、海外インフラプロジェクト
技術者認定・表彰制度により認定された工
事も施工実績に含むものとする。ただし、
大臣官房官庁営繕部又は地方整備局（港湾
空港関係事務に関することを除く。）所掌の
工事に係るものにあっては、評定点が65点
未満のものを除く。
⒜ 現場打ち函渠の工事の施工実績を有す
ること。

 すべての構成員について、発注工事に対
応する建設業法の許可業種につき、許可を
有しての営業年数が３年以上あること。た
だし、相当の施工実績を有し、確実かつ円
滑な共同施工が確保できると認められる場
合においては、許可を有しての営業年数が
３年未満であってもこれを同等として取扱
うことができるものとする。
 すべての構成員について、発注工事に対
応する建設業法の許可業種に係る監理技術
者又は国家資格を有する主任技術者を工事
現場に専任で配置することができること。
ただし、土木工事業の許可を有する構成員
で、一般土木工事の工事種別において構成
員の中で最も上位の等級を有する有資格業
者が当該許可業種に係る監理技術者又は主
任技術者を専任で配置する場合は、他の構
成員の配置する技術者の専任を求めないも
のとするが、上記⒜の施工経験は専任で
配置する技術者が有すること。
 構成員について、１者以上は発注工事に
対応する建設業法の許可業種の許可を受け
ている本店が石川県内にあること。

 出資比率要件 すべての構成員が、均等割
の10分の６以上の出資比率であるものとす
る。

 代表者要件 地域維持型建設共同企業体の
代表者は、土木工事業の許可を有する者の中
から、構成員において決定されたものとする。
 地域維持型建設共同企業体の協定 「地域
維持型建設共同企業体協定書（甲）」の様式は
上記５へアクセスして入手するものとす
る。

７ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む地域維持型建設共同企業体の取扱
い
上記６の認定（上記６の再認定を含
む。以下同じ。）を受けていない者を構成員に含
む地域維持型建設共同企業体も上記５及び６に
より申請をすることができる。この場合におい
て、地域維持型建設共同企業体としての資格が
認定されるためには、上記６の認定を受け
ていない構成員が北陸地方整備局（港湾空港関
係事務に関すること除く。）における令和７・８
年度の一般土木工事に係る一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けることが必要である。
また、この場合において、当該工事に係る開
札の時までに地域維持型建設共同企業体として
の資格の審査が終了しない場合は、競争に参加
できないことがある。
８ 資格審査結果の通知
「競争参加資格認定通知書」により通知する。

９ 資格の有効期間
地域維持型建設共同企業体としての資格の認
定の日から当該工事の完成する日までとする。
ただし、当該工事に係る契約の相手方以外の者
にあっては、当該工事に係る契約が締結される
日までとする。
10 その他
 地域維持型建設共同企業体の名称は、「Ｒ
８・９能越道 山ノ上地区外道路改良その６
工事 ・地域維持型建設共同企業体」
とする。
 当該工事にかかる競争に地域維持型建設共
同企業体として参加するためには、開札の時
において、地域維持型建設共同企業体として
の資格の認定を受け、かつ、当該工事の「入
札公告（建設工事）」に示すところにより競争
参加者資格の確認を受けていなければならな
い。

競争参加者の資格に関する公示
「Ｒ８10 249号輪島地区道路復旧その22工

事」に係る地域維持型建設共同企業体としての競
争参加者の資格（以下「地域維持型建設共同企業
体としての資格」という。）を得ようとする者の申
請方法等について、次のとおり公示します。
令和８年８月 18 日

北陸地方整備局長 植田 雅俊
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事名
Ｒ８10 249号輪島地区道路復旧その22工
事（電子入札対象案件）（電子契約対象案件）
２ 工事場所
石川県輪島市野田町地先

３ 工事内容
道路改良
路体盛土工 798400
法面整形工 47790
アンカー工 867ｍ
場所打杭工 105本
集排水ボーリング工 1759ｍ
法枠工 4951
鉄筋挿入工 4501ｍ
舗装工 21170
区画線工 １式
排水物構造工 １式
縁石工 １式
防護柵工 １式
構造物撤去工 １式
仮設工 １式

４ 申請の時期
令和８年８月18日から令和８年10月８日まで
（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）。
なお、令和８年10月９日以降当該建設工事に
係る開札の時まで（土曜日、日曜日及び祝日を
除く。）においても、随時、申請を受け付けるが、
当該開札の時までに審査が終了せず、競争に参
加できないことがある。
５ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（地域維持型建設共同企業体）」（以下「申
請書」という。）は、北陸地方整備局ホームペー
ジから入手するものとする。
https://www.hrr.mlit.go.jp/keiyaku/

JV_shinsei.html
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 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる書類を添付し、原則として電子メー
ル（着信確認を行うこと。）により提出するこ
と。
〇「地域維持型建設共同企業体協定書（甲）」
の写し
【提出先】
北陸地方整備局総務部契約課工事契約調整
係 電話：0252808880
電子メール：84zuiji@hrr.mlit.go.jp

 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することは除く。）における令和７・８年度
一般土木工事に係る一般競争参加資格の認
定の際に客観的事項（共通事項）について
算定した点数（経営事項評価点数）が
1200点以上であること。（の再認定を受
けた者にあっては、当該再認定の際に、経
営事項評価点数が1200点以上であるこ
と。）
ただし、地域維持型建設共同企業体のう
ち代表者以外の構成員にあっては、経営事
項評価点数については、求めない。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者、又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者（上記の再認定を受けた者を除く。）で
ないこと。
 競争参加資格に係る申請の期限の日から
開札の時までの期間に、北陸地方整備局長
から工事請負契約に係る指名停止等の措置
要領（昭和59年３月29日付け建設省厚第91
号）に基づく指名停止を受けていないこと。
 一の企業が、本工事の競争参加資格確認
申請から開札までの期間において、北陸地
方整備局管内において結成する地域維持型
建設共同企業体は、１つの組み合わせによ
るものとする。ただし、地域維持型建設共
同企業体で請け負った履行中の工事と、別
の組み合わせの地域維持型建設共同企業体
により競争参加資格確認申請する本工事の
工期が重複せず、北陸地方整備局長が必要
と認める場合は、別の組み合せで地域維持
型建設共同企業体を結成し登録することが
できるものとする。
 中小企業等協同組合法による事業協同組
合でないこと。

 構成員の技術的要件 地域維持型建設共同
企業体の構成員は、令和８年８月18日におい
て次の条件を満たすものとする。
 平成23年度以降に、元請けとして構成員
のうち１者が次に掲げる⒜の要件を満たす
同種工事の施工実績を有すること。（建設共
同企業体の構成員としての実績は、出資比
率が特定建設工事共同企業体、地域維持型

建設共同企業体及び異工種建設工事共同企
業体にあっては均等割の10分の６以上、経
常建設共同企業体にあっては20％以上のも
のに限る。また、特定建設工事共同企業体、
地域維持型建設共同企業体、異工種建設工
事共同企業体及び経常建設共同企業体にお
ける乙型共同企業体としての実績は、協定
書の分担工事の実績のみ同種工事の施工実
績として認める。）元請けとして完成した工
事については、海外インフラプロジェクト
技術者認定・表彰制度により認定された工
事も施工実績に含むものとする。ただし、
大臣官房官庁営繕部又は地方整備局（港湾
空港関係事務に関することを除く。）所掌の
工事に係るものにあっては、評定点が65点
未満のものを除く。
⒜ 盛土量が100000以上の道路工事の
施工実績を有すること。

 すべての構成員について、発注工事に対
応する建設業法の許可業種につき、許可を
有しての営業年数が３年以上あること。た
だし、相当の施工実績を有し、確実かつ円
滑な共同施工が確保できると認められる場
合においては、許可を有しての営業年数が
３年未満であってもこれを同等として取扱
うことができるものとする。
 すべての構成員について、発注工事に対
応する建設業法の許可業種に係る監理技術
者又は国家資格を有する主任技術者を工事
現場に専任で配置することができること。
ただし、土木工事業の許可を有する構成員
で、一般土木工事の工事種別において構成
員の中で最も上位の等級を有する有資格業
者が当該許可業種に係る監理技術者又は主
任技術者を専任で配置する場合は、他の構
成員の配置する技術者の専任を求めないも
のとするが、上記⒜の施工経験は専任で
配置する技術者が有すこと。
 構成員について、１者以上は発注工事に
対応する建設業法の許可業種の許可を受け
ている本店が石川県内にあること。

 出資比率要件 すべての構成員が、均等割
の10分の６以上の出資比率であるものとす
る。

 代表者要件 地域維持型建設共同企業体の
代表者は、土木工事業の許可を有する者の中
から、構成員において決定されたものとする。
 地域維持型建設共同企業体の協定 「地域
維持型建設共同企業体協定書（甲）」の様式は
上記５へアクセスして入手するものとす
る。

７ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む地域維持型建設共同企業体の取扱
い
上記６の認定（上記６の再認定を含
む。以下同じ。）を受けていない者を構成員に含
む地域維持型建設共同企業体も上記５及び６に
より申請をすることができる。この場合におい
て、地域維持型建設共同企業体としての資格が
認定されるためには、上記６の認定を受け
ていない構成員が北陸地方整備局（港湾空港関
係事務に関することを除く。）における令和７・
８年度の一般土木工事に係る一般競争（指名競
争）参加資格の認定を受けることが必要である。
また、この場合において、当該工事に係る開
札の時までに地域維持型建設共同企業体として
の資格の審査が終了しない場合は、競争に参加
できないことがある。
８ 資格審査結果の通知
「競争参加資格認定通知書」により通知する。

９ 資格の有効期間
地域維持型建設共同企業体としての資格の認
定の日から当該工事の完成する日までとする。
ただし、当該工事に係る契約の相手方以外の者
にあっては、当該工事に係る契約が締結される
日までとする。
10 その他
 地域維持型建設共同企業体の名称は、「Ｒ
８10 249号輪島地区道路復旧その22工事

・地域維持型建設共同企業体」とす
る。
 当該工事にかかる競争に地域維持型建設共
同企業体として参加するためには、開札の時
において、地域維持型建設共同企業体として
の資格の認定を受け、かつ、当該工事の「入
札公告（建設工事）」に示すところにより競争
参加者資格の確認を受けていなければならな
い。

６ 地域維持型建設共同企業体としての資格及び
その審査 「競争参加者の資格に関する公示」
（令和８年３月31日付け国土交通省大臣官房地
方課長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課
長。以下「令和８年３月31日付け公示」という。）
５（建設工事）のからまでに該当する者を
構成員に含む地域維持型建設共同企業体及び次
に掲げる条件を満たさない地域維持型建設共同
企業体については、地域維持型建設共同企業体
としての資格がないと認定する。それ以外の地
域維持型建設共同企業体については、令和８年
３月31日付け公示６（建設工事）のに掲げる
客観的事項（共通事項）の項目及びに掲げる
主観的事項（特別事項）の項目について総合点
数を付与して地域維持型建設共同企業体として
の資格があると認定する。
 地域維持型建設共同企業体の構成 地域維
持型建設共同企業体の構成は、次の条件を満
たす２又は３社までとし、建設業法（昭和24
年法律第100号）の土木工事業の許可を有す
る者を少なくとも１社含む組合せとする。
 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関
することは除く。）における令和７・８年度
一般競争参加資格で一般土木工事の認定を
受けていること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手
続開始の決定後、当該地方整備局長が別に
定める手続に基づく一般競争参加資格の再
認定を受けていること。）。
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意見招請に関する公示

次のとおり調達に関する仕様書案の作成が完了
したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 18 日

法務省大臣官房会計課長 藤田 正人
◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第 160 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 借入物品及び数量 登記情報提供システム
を構成するクラウドサービスの提供等及び機
器等の賃貸借 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月８日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008977 東京都千代田区霞が
関１１１ 法務省大臣官房会計課調達係
佐藤 電話0335804128

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月18日から令和８年
９月８日まで
 交付場所 電子調達システムにて交付す
る。

４ 仕様書案の説明会 実施しない。
５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

required : Provision for cloud services and a

lease on equipment etc, which compose the

delivery system of registration information,

1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 00 PM 8 September 2026

 Contact point for the notice : SATO, Pro‑

curement Section, Finance Division, Mi‑

nister's Secretariat, Ministry of Justice, 1
11 Kasumigaseki Chiyoda‑ku, Tokyo

1008977 Japan TEL 0335804128

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 18 日
支出負担行為担当官
国税庁長官官房会計課長 西尾 尚記

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 67、29
 件名及び数量 国税納付の収納情報連絡用
通信回線等の借入 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月18日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008978 東京都千代田区霞が
関３１１ 国税庁長官官房会計課契約第
二係

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月18日から令和８年
９月18日まで。
 交付場所 上記２に同じ。ただし、仕様
書案は「調達ポータル」を利用して入手する
ことができる。

４ 仕様書案の説明会
開催日時及び場所
令和８年９月２日13時30分 国税庁第五会議
室
５ 下請けに対する関信表明
調達に係る下請けに対して関心ある供給者が
係る関心を表明することを求める。
 関心表明の提出期限 上記２に同じ。
 提出先 上記２に同じ。
６ 問い合わせ先

国税庁長官官房会計課契約第二係 岡田
真一 電話0335814161 内線3645
７ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 67, 29

 Nature and quantity of the products to be

rent : Lease of Telecommunications Lines

and Related Services for the Revenue Infor‑

mation Network for National Tax Pay‑

ments 1 set.

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 18 September 2026

 Contact point for the notice : OKADA

Shinichi Procurement Section, Accounts

Division, Commissioner's Secretariat, Na‑

tional Tax Agency, 311, Kasumigaseki,

Chiyoda‑ku, Tokyo, 1008978, Japan. TEL

0335814161 ex. 3645

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 18 日
国立研究開発法人理化学研究所
経理・調達本部 調達部長 坂庭 励

◎調達機関番号 814 ◎所在地番号 11
〇2026 第 35 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等物品及び数量 超 伝 導 量 子 コ ン
ピュータ・ジョセフソンパラメトリック増幅
器統合制御装置 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月８日17時20
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒3510198 埼玉県和光市広沢２
番１号 国立研究開発法人理化学研究所 経
理・調達本部 調達部 和光調達第１課 町
田 秀希 電話05035007106

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年８月18日から令和８年
９月８日まで。
 交付方法 調達情報公開システムによりダ
ウンロードすること。

４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和８年８月26日13時30分
 開催場所 オンライン開催（詳細は「意見
招請に係る説明書」による）

５ 関心表明の方法
 関心表明書の提出期限 令和８年９月９日
17時20分
 提出先 上記２に同じ。

６ Summary

 Classification of the products to be

procured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Integrated control electronic

system for superconducting quantum com‑

puter and Josephson parametric amplifiers

1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 20 PM 8 Sep, 2026

 Contact point for the notice : Hideki

Machida, Wako Procurement Section I,

Procurement Division, Fiscal Services and

Procurement Group, RIKEN. 21, Hi‑

rosawa, Wako‑shi, Saitama, 3510198,

Japan, TEL 05035007106.

意見招請に関する公示
次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年８月 18 日

株式会社日本政策金融公庫
管財部長 佐藤 信一

◎調達機関番号 127 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 借入件名及び数量 株式会社日本政策金融
公庫本店ビル総合管理業務委託

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年９月８日15時00
分（郵送の場合は必着のこと）
 提出先 〒1000004 東京都千代田区大手
町１９４ 株式会社日本政策金融公庫
管財部契約課 島田 裕子 電話033270
1552

３ 仕様書の交付
 交付期間 令和８年８月18日から令和８年
９月８日まで
 交付方法 本公示の日から、原則として電
子メールにより交付する。交付を希望する者
は、次の内容の電子メールを、管財部契約課
アドレス（pnbid-k@jfc.go.jp）に送信し、
担当者まで電話連絡を行うこと。
ア 電子メールの標題に、「意見招請第８
004号に関する公示に係る仕様書交付希望」
と記載する。


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イ 電子メールの本文に、次の内容を記載す
る。
 件名「株式会社日本政策金融公庫本店
ビル総合管理業務委託」
 交付申請者の住所、氏名、電話番号、
メールアドレス（交付申請者が法人の場
合は、住所、法人名、担当部署、担当者
氏名（役職）、電話番号、メールアドレ
ス）
公庫が当該電子メールに仕様書案を添付し
たうえで交付申請者に返信することにより、
仕様書案を交付する。仕様書案が受信できな
い場合又は早急な交付を希望する場合は、前
２の担当者まで電話連絡を行うこと。
なお、窓口での直接交付を希望する者に対
しては、上記２の交付場所にて交付を行う。
（上記２における｢日本公庫エントランス
１階総合受付｣に上記２の担当名及び当該
案件に係る仕様書交付希望の旨を伝えるこ
と。）

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 18 日
支出負担行為担当官
出入国在留管理庁次長 内藤惣一郎

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 令和８年度出入国管
理業務個人識別情報システム用機器の更新に
伴うアプリケーション導入作業等 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年９月７日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
日本電気株式会社

５ 担当部局 〒1008973 東京都千代田区霞が
関１１１ 出入国在留管理庁総務課予算第
二係 電話0335927516
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Application installation and re‑

lated update work for equipment replace‑

ment of the Japan Biometrics Identification

System in Fiscal Year 2026

 Expected date of the contract award : 7

September 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : Second

Budget Unit, General Affairs Division, Im‑

migration Services Agency, 111,

Kasumigaseki Chiyoda‑ku, Tokyo, 100
8973 Japan. TEL 0335927516

６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Relocation Services for Hello

Work System Equipments, Local LAN, etc.

(October 2026)

 Expected date of the contract award :

September 8, 2026.

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : Ebisawa,

Labour Market Information System Divi‑

sion, Employment Security Bureau, Minis‑

try of Health, Labour and Welfare, 484

Kamishakujii Nerimaku Tokyo 1770044

Japan TEL 0339203311 ex. 206

６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the services to be

required : Fabrication of Tsunami Exhibi‑

tion Equipment for the Meteorological Sci‑

ence Museum 1 set,

 Expected date of the contract award : 10

September 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice : HIROKI

Morihara, First Contract Section, Office of

Procurement, General Affairs Division, Ad‑

ministration Department, Japan Meteo‑

rological Agency, 369 Toranomon,

minato‑ku Tokyo 1058431 Japan TEL

0367583900 Ext. 2515

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 18 日
独立行政法人国立美術館
分任契約担当役
国立西洋美術館長 田中 正之

◎調達機関番号 517 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量
Ａ 美術品 パウラ・モーダーゾーン＝ベッ
カー作《ボウルとグラスを持って左を向く
半身の自画像》 １点
Ｂ 美術品 マリー・スパルタリ・スティル
マン作《アヴィニョンのサンタ・キアラ教
会でのペトラルカとラウラの最初の出会
い》 １点

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 18 日
支出負担行為担当官
厚生労働省職業安定局雇用保険課長

堀 泰雄
◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量
ハローワークシステム端末設備・地方ＬＡ
Ｎ等の移設業務一式（令和８年10月分）

２ 随意契約の予定日 令和８年９月８日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
富士通株式会社

５ 担当部局 〒1770044 東京都練馬区上石神
井４８４ 厚生労働省職業安定局労働市場
情報システム課経理係 海老澤 電話03
39203311 内線206

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 18 日

支出負担行為担当官
気象庁総務部長 今井 和哉

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇気象第 39 号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等特定役務及び数量
気象科学館津波展示装置の製作 １式

２ 随意契約の予定日 令和８年９月10日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」

４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社ＮＨＫアート

５ 担当部局 〒1058431 東京都港区虎ノ門
３６９ 気象庁総務部総務課調達管理室第
一契約係 森原 裕貴 電話0367583900
内線2515

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and quantity of the services to be

purchased required : A comprehensive buil‑

ding management services (cleaning ser‑

vice, security service, equipment manage‑

ment services, and others) for the space of

Japan Finance Corporation in the head‑

quarter building of Japan Finance Corpora‑

tion, 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 15 : 00 8 September 2026

 Contact point for the notice : SHIMADA

Hiroko, Property Administration Departm‑

ent, Japan Finance Corporation, 194

Otemachi, Chiyoda‑ku, Tokyo, 1000004,

Japan TEL 0332701552
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２ 随意契約の予定日 令和８年９月７日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「美術品」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
Ａ Stuart Lochhead, London

Ｂ Christies Deutschland GmbH

５ 担当部局 〒1100007 東京都台東区上野公
園７７ 国立西洋美術館総務課会計担当 電
話0338285143
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased :

Ａ Work of art (painting by Paula Mo‑

dersohn‑Becker Self‑portrait as half‑

length figure facing left, holding a bowl

and a glass) 1 piece

Ｂ Work of art (painting by Marie Spar‑

tali Stillman The First Meeting of Pet‑

rarch and Laura in the Church of Santa

Chiara at Avignon) 1 piece

 Expected date of the contract award : 7

September, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Works of

Art

 Contact point for the notice : Procurem‑

ent Section, Administrative Division, The

National Museum of Western Art, 77

Ueno‑koen Taito‑ku Tokyo 1100007 Ja‑

pan TEL 0338285143

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 18 日

国立研究開発法人
国立がん研究センター理事長

間野 博行
◎調達機関番号 819 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 日本ゲノム医療推進
機構における難病ゲノムデータに係る保全業
務

２ 随意契約の予定日 令和８年９月８日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「技術的理由によ
る競争の不存在」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
国立健康危機管理研究機構

５ 担当部局 〒1040045 東京都中央区築地
５１１ 国立研究開発法人国立がん研究セ
ンター 財務経理部（築地Ｃ）調達課 電話
0335422511 内線7476
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Data Preservation Services for

Rare Disease Genomic Data at the Japan

Organization for the Advancement of Ge‑

nomic Medicine

 Expected date of the contract award : 8,

September, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Absence

of Competition for Technical Reasons

 Contact point for the notice : Accounting

Section, National Cancer Center, 511,

Tsukiji, Chuo‑ku, Tokyo, 1040045, Japan.

TEL 0335422511 ext. 7476

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年８月 18 日
契約責任者
日本郵便株式会社 本社契約責任者

代理人 日景 智
◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
〇第１号（№１）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 随意契約に付する事項 郵便携帯端末シス
テム用ソフトウェアの改修の委託（配達予告
通知等の拡大対応）１式（予定）

２ 随意契約の予定日 令和８年９月８日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
パナソニックコネクト株式会社

５ 問合せ先 〒1008792 東京都千代田区大手
町二丁目３番１号 日本郵政コーポレートサー
ビス株式会社ＢＰＯ事業部本社契約担当 田中
稔 電話0334770641

６ Summary

 Contracting entity : HIKAGE Satoshi,

Agent of Head Office contracting entity,

Japan Post Co., Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : The consignment of mobile de‑

vice software addition development

 Expected date of the contract award : 8

September 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

〇第２号（№２）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 随意契約に付する事項 「郵便局のネット
ショップ」における定期購入対応改修の委託
１式

２ 随意契約の予定日 令和８年９月８日
３ 第１号の３に同じ
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社ecbeing

５ 第１号の５に同じ

 Contact Point for the notice : TANAKA

Minoru, BPO Division, Japan Post Corpo‑

rate Service Co., Ltd. 231 Otemachi

Chiyoda‑ku Tokyo 1008792 Japan TEL

0334770641

６ Summary

 and,～ The same with the notice

above (No. 1)

 Nature and quantity of the services to be

required : Commissioning Modifications to

Support Subscription Purchases on the

Japan Post Online Shop

落 札 者 等 の 公 示

次のとおり落札者等について公示します。
令和８年８月 18 日

契約責任者 東日本高速道路株式会社 関東支社 支社長 金田 泰明
（埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目11番地20）

［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 11
41 長野自動車道 明科トンネル補強工事 購入等 一般  8. 6. 8 鹿島建設株式
会社（埼玉県さいたま市大宮区大門町二丁目118番地） 7304000000円  7.10.17 総合
評価
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